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決算特別委員会  １０月５日（水）              開 会 １０時００分 

 

審査の経過概要 

 

  （健康増進課・税務課・生きがい対策課入室） 

牟田学委員長 

昨日に引き続き、決算特別委員会を開催いたします。 

初めに、濵田洋一委員から欠席届の提出がありましたので、委員長はこれを許可しました

ので報告します。 

（発言する者あり） 

それでは、昨日の生きがい対策課の審査中、答弁の訂正があり、委員長は許可いたしまし

た。ほかに農政課及び農業委員会所管に関する資料の提出があり、お手元にそれぞれ配付を

してありますのでよろしくお願いいたします。 

 

○認定第２号 平成２７年度阿久根市歳入歳出決算認定について（国民健康保険特別会計） 

それでは、認定第２号を議題とし審査に入ります。課長の説明を求めます。 

児玉健康増進課長 

おはようございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

それでは認定第２号について、主なものについて御説明申し上げます。 

初めに、国民健康保険の被保険者数等について御説明いたします。主要事業の成果説明書

の３０ページになります。平成２７年度の国保の加入世帯は年度平均３,８２１世帯、被保

険者数は年度平均６,２２８人となっており、市全体から見た加入率は世帯で３６.９％、被

保険者数では２８.７％となっております。平成２６年度に比べ世帯数で１２２世帯、被保

険者数では３１３人、それぞれ減となっております。また、全体の医療費、費用額になりま

すが、２９億２，２３５万７，２４５円で、１人当たり４６万９，２２９円で、前年度比約

１.２％の増となりました。 

次に、一般会計からの繰入金について御説明申し上げます。決算に関する説明書の４ペー

ジをごらんください。第１０款繰入金、１項１目一般会計繰入金の収入済額５億１１４万２

千円は、前年度比６.２％の増であります。内訳については備考欄のとおりであり、保険税

の７割・５割・２割軽減分に対する財政措置の保険基盤安定繰入金が前年度比２１.５％の

増、職員給与費等繰入金が前年度比２.５％の減、出産育児一時金等繰入金が前年度比５.

９％の減、財政安定化支援事業繰入金が前年度比２.７％の増であり、そのうち法定外分は

２億５，７４２万９，０６３円となりました。また、国保係では国保資格の異動処理や転

入・転出の際の処理、出産育児一時金と葬祭費の支給等を行い、あわせて後期高齢者医療に

係る事務も行っております。さらに、国保税の収納率向上のため、高額療養費等の支出の際

に国保税の滞納者については、口座振込ではなく現金支給とし、税務課と連携し納入相談を

実施しているところでございます。なお、２名のレセプト点検の嘱託職員においては、平成

２７年度は国保連合会から送付されてきたレセプト１１万２，５５４件について、その内容

を審査し過誤調整や再審査請求を行いました。 

それでは事業勘定の歳出から御説明いたします。決算に関する説明書は６ページ、事項別

明細書７ページをお開きください。第１款総務費、１項１目一般管理費の支出済額５，４１

５万１，６９２円は、職員７名分の人件費やレセプト点検嘱託員２名分の報酬、被保険者証

の郵送に係る役務費などが主なものであり、１２節役務費の不用額は郵便料の残が主なもの

であります。２項１目賦課徴収費の支出済額３４０万９，０７５円は、保険税の賦課徴収に

係る経費であり、市税等収納嘱託員１名分の報酬や郵便料、窓口収納手数料などの役務費が

主なものであります。事項別明細書は８ページになります。２目納税奨励費の支出済額１７

４万７，８６０円は、国保税の納税報奨金であります。 
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次に、第２款保険給付費の支出済額２４億８，４５１万５，７８８円は、前年度比３.

７％の減となりました。１項１目一般被保険者療養給付費の支出済額２０億１，７５９万５，

７７８円は，１０万３,７３３件分であり、前年度比３.３％の減、２目退職被保険者等療養

給付費の支出済額１億７３４万６，４７３円は、５,７６２件分であり、前年度比９.３％の

減となりました。３目一般被保険者療養費の支出済額１，８５５万６，１９０円は、２,３

８０件分、４目退職被保険者等療養費の支出済額７４万９，７３６円は１２０件分でありま

す。５目審査支払手数料の支出済額５３８万２５円は、レセプト審査支払手数料やレセプト

電算処理手数料であります。２項１目一般被保険者高額療養費の支出済額３億８１８万２，

８８５円は、１カ月の医療費がある一定の額を超えると払い戻しをする制度で４,７３９件

分であり、前年度比３.９％の減、また２目退職被保険者等高額療養費の支出済額１，８０

０万６，７５１円は１８６件分であり、前年度比３.７％の減となりました。事項別明細書

は１０ページになります。４項１目出産育児一時金は、当初予算において２５件分、１，０

５０万円を計上しましたが、実績として１８件分、７４５万５，６７０円を支出し、３０４

万４千円余りの不用額となっております。５項１目葬祭費の支出済額１１７万円は、１件３

万円の３９件分であります。 

次に、第３款後期高齢者支援金等の支出済額３億３，３８４万８，１１５円は、後期高齢

者の医療費分・事務費分を社会保険診療報酬支払基金に拠出するものであり、社会保険診療

報酬支払基金が示した算定基準により拠出したものであります。 

決算に関する説明書は８ページになります。第６款１項１目介護納付金の支出済額１億４，

３８１万３，８５６円は、介護保険制度における第２号被保険者に係る費用を支払基金に拠

出するものであり、前年度に比べ１０.７％の減であります。 

次に、第７款共同事業拠出金でありますが、これは国保連合会に拠出金として支払うもの

であり、１項１目高額医療費拠出金の支出済額１億５２７万４，３４０円は、レセプト１件

当たり８０万円を超える医療費について、３年間の実績を基に定められた計算式による額を

拠出したものであります。なお、１件当たり３０万円以上の医療費では、最も高い方で１年

間の医療費が１，３００万円余りであり、心疾患の患者さんでありました。また、医療費の

多い順では、第１位が統合失調症で２億１，１５０万円余り、患者数が７５人、第２位が腎

不全で１億８，５４０万円余り、患者数が５２人、第３位がその他の悪性新生物で８，４７

０万円余り、患者数が４８人であり、第４位が虚血性心疾患、第５位がその他の心疾患とな

っております。２目保険財政共同安定化事業拠出金の支出済額８億８，７６９万６，８５７

円は、８０万円以下の全レセプトの医療費について、都道府県単位で共同事業として国保連

合会が行うもので、連合会が示した算定式による額を拠出したものであります。なお、平成

２６年度までは３０万円以上８０万円以下のレセプトを対象とされておりましたが、平成２

７年度から８０万円以下の全レセプトとされたことから、前年度と比較して４億６，１５６

万円余りの増となりました。 

事項別明細書は１２ページになります。第８款保健事業費、１項１目特定健康診査等事業

費の支出済額８９１万３，８８５円は、腹囲、高血圧症、高血糖、脂質異常などのメタボリ

ックシンドロームに着目した生活習慣病予防のために行う、特定健康診査業務の委託料が主

なものであり、成果説明書の３１ページにあるとおり、受診者１,５０３名で受診率３０.

２％であります。２項１目保健対策費の支出済額７６１万５，３８６円は、受診勧奨を行う

訪問指導嘱託員の人件費と成果説明書の３１ページのとおり人間ドック助成やはり・きゅう

助成、温泉利用助成などの補助金が主なものであります。はり・きゅう助成は、１枚当たり

６００円の助成で年間３０回を限度として１,８２１件、人間ドック助成は、補助対象額の

７割の助成で１０８件の実績であります。また、温泉利用助成は、特定健診の結果説明会ま

で参加された方に１人につき３００円の温泉利用助成券を５枚交付したもので、４７２人の

方に交付し、使用枚数は１,５５０枚でした。なお、温泉利用助成につきましては、当該事

業に対する国県の補助もなく単独事業であったこと、一般会計からの法定外繰入金が多額で
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あることなどから平成２７年度で廃止いたしました。 

第１１款諸支出金、１項３目償還金の支出済額２，２６８万４，６５５円は、平成２６年

度分の療養給付費等負担金等の交付確定に伴う国への精算返納金であります。２項１目直営

診療施設勘定繰出金の支出済額４４１万８千円は、大川診療所の運営等に係る国の調整交付

金であります。 

以上で歳出を終わり、次に歳入について御説明いたします。決算に関する説明書は３ペー

ジ、事項別明細書は１ページをお開きください。第１款国民健康保険税の収入済額は３億６，

７８９万６，７２８円で、全体の収入率は６６.５％であり、前年度と比べると０.３ポイン

トの減、現年度課税分が９２.９％で０.６ポイントの増、滞納繰越分が１２.７％で２.０ポ

イントの増となっております。 

事項別明細書は３ページになります。第４款国庫支出金、１項１目療養給付費等負担金の

収入済額５億７，６１４万３，２３９円は、前年度比９.７％の減となりました。２目高額

医療費共同事業負担金の収入済額２，６３１万８，５８５円は４分の１、３目特定健康診査

等負担金の収入済額２７９万８千円は３分の１の率による国の負担分の額であります。次に、

２項１目財政調整交付金の収入済額３億８，５２２万３千円は、決算に関する説明書の次の

ページの備考欄のとおり、普通調整交付金、特別調整交付金、直営診療施設整備分及び運営

分としてそれぞれ交付を受けたものであります。 

第５款県支出金、１項１目高額医療費共同事業負担金の収入済額２，６３１万８，５８５

円は４分の１、２目特定健康診査等負担金の収入済額２７９万８千円は３分の１の率による

県の負担分の額であります。事項別明細書は４ページになります。２項１目財政調整交付金

の収入済額１億４，７２２万８千円は、備考欄のとおり普通調整交付金と特別調整交付金と

してそれぞれ交付を受けたものであります。 

次に、第６款１項１目療養給付費等交付金の収入済額１億２，９９７万６，３７０円は、

退職者の医療費に係る社会保険診療報酬支払基金からの交付金であり、前年度比９.５％の

減、第７款１項１目前期高齢者交付金の収入済額９億１，３５０万６，４５９円についても、

社会保険診療報酬支払基金からの交付金であり、前年度比１.６％の増となりました。 

次に、第８款共同事業交付金の収入済額９億９，８９２万２，７７８円は、前年度比８４.

３％の増であり、１項１目高額医療費共同事業交付金は、レセプト１件当たり８０万円を超

える高額な医療費に対する国保連合会からの交付金、２目保険財政共同安定化事業交付金は

８０万円以下の全レセプトの医療費を対象とした国保連合会からの交付金であります。なお、

歳出でも説明しましたとおり、保険財政共同安定化事業は、平成２６年度までは３０万円以

上８０万円以下のレセプトを対象とされていたことから、平成２７年度においては交付金が

増となっております。 

次に第１０款繰入金については、冒頭で説明したとおりであります。 

事項別明細書は６ページになります。第１２款諸収入、４項２目一般被保険者第三者納付

金の収入済額６１７万４，０６２円は、交通事故に係る納付金であり、一般被保険者８件分

であります。６目雑入のうち国保連合会一般会計積立資産返還金の収入済額８１２万２，２

９５円は、厚生労働省通知により、国保連合会における新たな積立資産の種類が示され、積

立金を積立資産として積立て直した残額を各市町村へ３年間で返還することとされことによ

るものであります。また、高額医療費共同事業臨時交付金の収入済額１，１６８万２，５２

６円は、超高額医療費共同事業、これはレセプト１件４２０万円以上の医療費を対象として

各都道府県の国保連合会が国保中央会へ拠出金を拠出し、中央会から交付金が交付される事

業でありますが、事業の趣旨としては、連合会事業の充実・強化を図り、保険者支援を強化

するものとされており、中央会からの交付額が県の連合会からの拠出額を上回る分、いわゆ

る剰余金については、保険者へ還元される形を想定されているということから、これまでの

剰余金について今回、各保険者へ交付することとされたことによるものであります。 

以上で事業勘定を終わり、次に直営診療施設勘定について御説明申し上げます。国民健康
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保険特別会計の施設勘定は、大川診療所に係る経費であります。平成２２年１０月から医師

が不在となっていましたが、平成２３年６月から週２日の半日診療で再開し、現在、医療法

人卓翔会及び医療法人昴和会と診療業務委託契約を締結し、週５日の半日診療を実施してい

るところです。 

それでは，歳出から御説明いたします。決算に関する説明書１２ページ、事項別明細書１

７ページをお開きください。第１款総務費、１項１目一般管理費の支出済額１，０７６万６，

８７９円は、２名の看護師と１名の医療事務の嘱託職員の報酬、事務用品や電気・水道・ガ

ス代、レントゲン装置やパソコンの保守料などが主なものであります。 

なお、昨年９月、施設内の給水管の漏水が発生し、緊急を要したことから予備費から１５

万円充用し、修繕を行っております。 

事項別明細書は１８ページになります。第２款医業費、１項３目医薬品衛生材料費の支出

済額１，３４９万８，１１０円は、医薬品等の購入費であり、４目検査等業務費の支出済額

１，０８８万８，１５４円は、２カ所の医療法人との診療業務の委託料が主なものであり、

１日当たりの委託料は４万５千円であります。また、平成２７年度の診療日数は２３９日で

延べ患者数は１,８１３人、１日当たりの患者数は７.６人であります。 

第４款１項１目基金積立金の支出済額１０１万５，６４５円は、平成２６年度分繰越金の

半分と、診療所基金の運用利子分を積み立てたものであります。 

第５款公債費の支出済額２０７万９，００６円は、診療所建物に係る市債償還金の元金・

利子分であります。なお、２７年度末の元金の償還金残高は、１，４３１万１，７１０円で

あります。 

以上で歳出を終わり、次に、歳入について御説明申し上げます。決算に関する説明書は１

０ページ、事項別明細書は１４ページになります。第１款診療収入の収入済額２，３０４万

１，８９０円は、２項４目の７５歳以上を被保険者とした後期高齢者医療保険の診療報酬収

入１，４８３万６，７７７円が多くを占めております。３項１目諸検査等収入の収入済額８

９万１，７６０円は、主に各種予防接種料や介護保険に係る主治医意見書料等であります。 

第６款１項１目国民健康保険診療所基金繰入金の収入済額８７０万円は、診療収入で不足

する財源を補填したものであります。なお、平成２７年度末における基金残高は、１０９万

１，３６３円となりました。２項１目事業勘定繰入金の収入済額４４１万８千円は、診療所

の運営に係る国の調整交付金分と直営診療施設整備分の調整交付金分を事業勘定から繰り入

れたものであります。３項１目一般会計繰入金の収入済額２００万円は、診療収入で不足す

る財源を一般会計から繰り入れたものであります。 

以上で認定第２号についての説明を終わりますが、どうぞよろしくお願いいたします。 

牟田学委員長 

課長の説明は終わりました。これより質疑に入ります。 

竹原信一委員 

  統合失調症にかかわる医療費が最も多いと、統合失調症というのは昔、精神分裂症と言っ

てたんですね。この社会が、人間が狂っているということを明らかにわかる状況だと思うん

ですけれども、その治療の方法というのが恐らく、薬で抑えようと、狂った社会を薬で抑え

ようという感覚であるのかなというふうに予想するのですが、その統合失調症にかかわる医

療費の薬の代金というのはどの程度になってるのかはわかりますか。 

児玉健康増進課長 

  調剤費ということでしょうか。調剤費の部分についてはちょっと集計ができておりません。

全体の医療費として先ほど報告したとおりでありますので、例えば入院に係る、通院に係るそ

ういった調剤も含めた形の医療費ということで先ほどは報告させていただきました。中身まで

の、ちょっとそこの分析まではやっておりません。以上です。 

竹原信一委員 

  その系統の情報というのはどこか得る方法はあるのかな。すぐ探してもらえますか。 
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児玉健康増進課長 

  レセの中身まで集計ができるかちょっとよくわかりませんけど、そこはちょっと検討させ

てください。 

牟田学委員長 

  いいですか。ほかに。 

白石純一委員 

  説明書の８ページ、８款１項１目、成果説明書のほうに記載されておりますのが３１ペー

ジ、ここで一番右の成果等の詳細ですけれども、４行目、受診率が３０．２％と平成２７年

度になっておりますが、２６年度、２５年度、それぞれ私が前回の議会一般質問で伺ったと

ころでは２６年度が３６．３％、２５年度が３４．３％だと伺いましたので、それよりもか

なり下がったということでしょうか。 

児玉健康増進課長 

  成果説明書に、ちょっと記載が、先ほども冒頭報告、説明いたしましたが、この数値につ

いては法定報告前ということで、まだ若干の調整が必要と。例えば年度の途中で社会保険に

加入された方とかそういう方を除くような作業も出てきますので、あくまでも法定報告前で

３０．２％。ただ、前年度の法定報告前、前年度については３３．１％でしたので、１ポイ

ントほどちょっと下がっていると。実際の特定健診の受診率としましては、昨年度の法定報

告前が３３．１％でありましたが、実際、確定の数値としては前年度は３６．２％、平成２

５年度が先ほど言われたと思いますが３４．３％となっております。平成２７年度につきま

しても３０．２％ということになっております。これが若干数値が上がるかと思いますけれ

ども、前年度よりも少し落ちるんじゃないかなと予想はしております。 

白石純一委員 

  課長は、前年の法定報告前よりも１ポイント低いというコメントでしたけれども、実際３

３．１％と３０．２％の差ですので、３ポイントじゃないかなと思うんですけれども、仮に

法定報告後、多少上がったとしても前年よりは落ちているだろうというコメントもいただき

ました。その理由は何かおわかりになられますでしょうか。 

児玉健康増進課長 

  理由としてはちょっとはっきりはしません。なかなか呼びかけをしても受診率につながっ

て、受診者がふえないということもあろうかと思います。昨年度、２７年度こういった状況

もありましたので、２８年度、今年度につきましては総合健診の日数も若干ふやしたところ

であります。台風の影響もあって２日ほどちょっと中止をしましたが、１１月にまた追加で

総合健診も実施するということで、日数もふやしてできるだけ受診率を上げたいということ

で取り組んではおります。以上であります。 

白石純一委員 

  努力はされてるとは思うんですけれども、やはり結果として下がる、受診率が下がるとい

うことは、ひいてはやはり市の医療行政にとって後々医療費がかさむということにも当然な

りますので、これはやはり数字を一つの指標としてですね、前年よりもせっかく２５年、２

６年と上がってきてるわけですから、２７年度、そこで下がったという理由をはっきりと調

べてですね、２８年度以降にじゃあどうやったら上げられるのかと、そういったことをして

いかないとやはり結果として医療費を下げるということが、将来的に下げるということが本

来の目的ですので、その辺をしっかり分析し、必ず前年よりも大きく落ち込むことがないよ

うに、２７年度については私はかなりの落ち込みだと思いますので、そういったことがない

ようにしていただきたいと思います。 

牟田学委員長 

  ほかに。 

竹原恵美委員 

  成果説明書の３１ページです。ジェネリックカードケースとありますけれども、ジェネリ
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ック利用の効果は図られていますでしょうか。 

児玉健康増進課長 

  実際どれくらいの医療費の抑制につながったかと、そこはちょっと計算が、算定が難しい

ところでありまして、ちょっとそこは把握はしておりません。このカードケースについては、

保険証の更新の際に一緒に送付をしております。また、ジェネリックの使用につきましては、

被保険者が病院にかかられた方に対して医療費通知というか、その時にジェネリックを使っ

たらこれくらい安くなるというようなことで通知も出して、できるだけそういった医薬品を、

ジェネリックを使うようなということで取り組みはしておりますが、なかなかそれがどれだ

け効果があったかというのはちょっと算定ができていない状況です。 

竹原恵美委員 

  このカードケース自体の３３万くらいのことではなくて、もともと推進していることで事

業を推進していることで抑制効果があるだろうと、確実に価格差があるので、そこを求めて

いるはずなんですが、現在どれぐらい、まだ移行していただきたい、まだジェネリックに変

えていただきたいというところが図れないで、雲をつかむような作業の中の事業に見えるん

ですけれども、対応というか、まだ上げなきゃいけない、これが抑制効果があるんだという

ところはどこで、どういう意図で、意図でというか目的はわかるんですけれども、全く図っ

てない、方法がないんですか。まだすべきもわからないんですか。 

児玉健康増進課長 

  先ほど申し上げましたけれども、今の例えば病院にかかられた方について、ジェネリック

を使えばこういった、まだ安くなるという通知は出してもおります。実際まだジェネリック

以外の医薬品というのを使われている方もいらっしゃいますので、そういうことで通知もだ

しておりますし、まだまだ使って、ジェネリックのほうを使っていただきたいということで

取り組みはしているところであります。 

竹原恵美委員 

  私、たくさんの件数を当たったわけではないんですけれども、高齢者の方でジェネリック

は効果がうすいというような認識もあるような方もいらっしゃる。御存じだとは思いますけ

れども、その辺はやり方、接し方がまだそこに対してポイントして話しかけ方があるかと思

います。進めて、ぜひください。 

そして、次、質問します。国民健康保険の会計なんですけれども、今回新しく委員の方、

変わられましたが、意見の中にも１人当たりの医療費は県内でも上位であるが調定額は下位、

これ今までもずっと同じ状態で問題があるんですけれども、今回、もう見直さないといけな

いという時期を感じられなかったのでしょうか。というのが別途の資料には人口の３０％が

加入している国保であるという状態の資料もあります。けれども一般会計からの持ち出しは

巨額になってしまっている。この辺の査定を前年度、２７年度では意見にも書かれる状態が、

ここの考えは進めるという状態にはなかったのでしょうか。 

牟田学委員長 

  決算の意見書ですかね、意見書の中。 

竹原恵美委員 

  意見書の中には書いてあるけれども、問題はずっと持ち越してきていて、認知はされてい

ることではありますが、いかがでしたか。 

児玉健康増進課長 

  監査の審査意見書の部分かと思います。確かに医療費につきましては年々、一人当たりの

医療費につきましては年々増加傾向にあるということで、県内でも上位の、一人当たりの調

定額については県内でも下位のほうということで、これはここ数年ずっと続いている状況で

ございます。それの見直しということで、今までなかったのかということであれば、何年か

前にはそういった意見も、検討もされたみたいですけれども、特に保険税の改定ですね、改

定については何年か前には課内でもいろいろ協議はされた経緯もあるようですが、保険税の
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引き上げまでにはいっていないという状況であります。今後につきましては、今までも申し

上げておりますけれども、平成３０年から国保の運営主体が県になりますので、県のほうが

標準税率ですかね、それを示すということになっておりますので、それを勘案しながらちょ

っと３０年度には引き上げの方向で検討すべきものと考えております。以上です。 

竹原恵美委員 

  それでは、大川診療所のことでお尋ねします。特別会計ですけれども、当初には途中で一

般質問でもお尋ねしたんですが、継続というよりは状態を見ながら検討していくという発言

もあって、確認していたんです。しかし２７年度、結局何が、現状を見て何か変化をつけな

きゃいけない。それ以前とは変わった問題点を見つけた、解決点を見つけたという点はあっ

たのでしょうか。 

児玉健康増進課長 

  ２７年度につきましては、特に問題としては、今までとおり患者数もふえないという状況

があったと思っております。少しずつでは、患者数もふえてはきておりますけれども、なか

なか赤字を埋めるような患者数まではいっていないという現状であります。それにつきまし

ては、今までの一般質問でもありましたとおり、今後どういった運営形態がいいのかという

ことで、今、係のほうでも情報収集をしながら、県内のほかのそういった診療所の調査も行

いながら今後検討していきたいと、今後協議をしていきたいと考えているところでございま

す。 

竹原恵美委員 

  この前のアンケートの資料も見ましたけれども、信用ができない内容ではあります。その

まま継続するというような後押しになる資料では全くなかったので、ぜひ検討を進めてくだ

さい。早急に進めてください。 

牟田学委員長 

  ほかに。 

渡辺久治委員 

  ちょっと教えてください。２款１項１目、成果説明書では３２ページ、一番上の療養給付

費の内訳の中でですね、一番上の入院というところで件数が２，３５１件、日数が４万６，

１５９日、費用が１１億６，９４５万２千円となっておりますが、この件数というのは２，

３５１人の方の入院ということでよろしいんですか。 

児玉健康増進課長 

  これにつきましては、１回の入院ということでありますので、例えば一人の方が１回退院

されてまた入院されれば２件という数え方になるかと思います。 

渡辺久治委員 

  ２，３５１人ということではないわけですね。ありがとうございます。そうした場合にで

すね、１日当たり約２万５千円の医療費ということになるんですけれども、これは全てが医

療費ですか。例えば入院費とかベッド代とか含まれていますか。 

児玉健康増進課長 

  そこは私も詳しくないですが、ベッド代については差額、自己負担分もあったりしますの

で、ただ保険のほうで医療費でみる部分については全て含まれているという形になります。

自己負担分はここは除くということになるかと思いますけれども。 

牟田学委員長  

ほかにありませんか。 

  [「なし」と呼ぶ者あり] 

 なければ、認定第２号について、審査を一時中止いたします。 

  

○認定第５号 平成２７年度阿久根市歳入歳出決算認定について（介護保険特別会計） 

次に、認定第５号を議題とし審査に入ります。課長の説明を求めます。 
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児玉健康増進課長 

それでは、認定第５号について主なものについて御説明申し上げます。 

初めに、介護保険の被保険者数等についてでありますが、主要事業の成果説明書の３４ペ

ージにあるとおり、３４ページになります。平成２７年度の第１号被保険者は、月平均８,

１８４人で、要介護認定者は月平均で１,６６２人であります。また、平成２８年３月末時

点で６５歳以上の高齢者は８,２６４人で高齢化率３８.１％となっております。なお、４０

歳から６４歳までの第２号被保険者の介護認定者２６名を含んだ阿久根市全体での平成２８

年３月末時点での介護認定者は１,６６９人であります。 

次に、一般会計からの繰入金について御説明いたします。決算に関する説明書の２２ペー

ジをお開きください。第７款繰入金、１項一般会計繰入金の収入済額は４億３，６５４万９，

４８０円であり、前年度比３.２％の増となりました。１目介護給付費繰入金は、市が保険

給付費の１２.５％分、２目地域支援事業繰入金は介護予防事業費の対象経費の１２.５％分、

３目地域支援事業繰入金は、包括的支援事業・任意事業費の対象経費の１９.５％分をそれ

ぞれ繰り入れたものであります。４目その他一般会計繰入金は、備考欄に記載の職員給与費

等繰入金及び事務費繰入金であり、職員及び嘱託職員の人件費や一般管理に係る事務経費、

北薩広域行政事務組合負担金等の財源として繰り入れたものであります。５目低所得者保険

料軽減繰入金は、低所得者に対する介護保険料軽減措置の保険料減額分を国２分の１、県と

市がそれぞれ４分の１負担したもので、平成２７年度からの措置であります。 

それでは、事業勘定の歳出から御説明いたします。決算に関する説明書は２４ページ、事

項別明細書は３３ページ、主要事業の成果説明書は３４ページからになります。第１款総務

費、１項１目一般管理費の支出済額４，１５１万９，５４４円は、介護保険係４名と税務課

２名に係る職員６名分の人件費や介護保険専門指導嘱託員４名分の報酬などが主なものであ

ります。事項別明細書は３４ページになります。３項１目認定調査等費の支出済額１，００

６万８，８５５円は、新規の介護認定や更新を申請した方に係る調査費用であり、介護認定

に必要な主治医意見書手数料や郵便・電話料の役務費、更新等に係る申請についての訪問調

査業務の委託料であります。２目認定審査事務負担金の支出済額２，０２２万円は、北薩広

域行政事務組合への共通経費分及び認定審査会事務事業に係る業務費分の負担金であり、業

務費分の負担割合は均等割が１０％、高齢者人口割が４５％、実績割が４５％で、実績割に

つきましては平成２５年度の審査件数で算定し負担したものであります。 

次に、第２款保険給付費の支出済額２７億１，６６９万４，５９３円は、前年度比１.

７％の増であります。第１項介護サービス等諸費は、要介護の認定を受けた被保険者の方に

対する居宅又は施設でのサービス給付費であります。１目居宅介護サービス給付費の支出済

額７億２，０４０万３，３５６円は、要介護の認定を受け、自宅いわゆる居宅でサービスを

受けた給付費であり、１６,３０４件の利用であります。中でも特殊寝台や歩行器等を貸与

する福祉用具貸与の利用件数が多く、次に通所リハビリテーションや通所介護、訪問介護等

が利用されております。３目地域密着型介護サービス給付費の支出済額６億２，２６６万３，

３７２円は、住み慣れた地域で介護サービスが受けられるよう、小規模多機能型居宅介護や

認知症対応型共同生活介護いわゆるグループホーム等で生活するサービスであり、特別養護

老人ホームの入所者が増加したことから、前年度比１６％の増であります。５目施設介護サ

ービス給付費の支出済額９億２，４５８万５，６７０円は、介護老人福祉施設、介護老人保

健施設、介護療養型医療施設等における施設サービスであり、前年度比４％の減であります。

７目居宅介護福祉用具購入費の支出済額２０５万５，０９６円は、ポータブルトイレやシャ

ワーベンチ等の給付をしたもので８７件の実績であります。８目居宅介護住宅改修費の支出

済額９５６万３，２００円は、１３０件について、段差の解消や手すり等の取り付けなどの

改修に係る給付であり、１人当たり２０万円が限度であります。事項別明細書は３６ページ

になります。９目居宅介護サービス計画給付費の支出済額１億２４７万９，０７０円は、介

護サービスを受けるための基本となるケアプラン作成で、６,９４０件分であります。決算
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に関する説明書は２６ページになります。第２項介護予防サービス等諸費は、要支援と認定

された被保険者の方に対するサービス給付費であります。２項１目介護予防サービス給付費

の支出済額９，４３２万４，５８０円は、４,９６９件の利用件数で介護予防訪問介護、介

護予防通所介護が多く利用されております。３目地域密着型介護予防サービス給付費の支出

済額７７６万７，６３９円は、小規模多機能型居宅介護事業所に係る分が主であります。５

目介護予防福祉用具購入費の支出済額６９万７，８６０円は、ポータブルトイレやシャワー

ベンチ等の給付をしたもので３５件の購入分であります。６目介護予防住宅改修費の支出済

額２２８万３，２７４円は、３８件について段差の解消や手すり等の取り付けなどの改修に

係る給付であります。７目介護予防サービス計画給付費の支出済額１，３９１万８， ０１

４円は、介護予防ケアプランの作成に係る経費であり、３,１６８件の実績となっておりま

す。事項別明細書は３８ページになります。３項１目審査支払手数料の支出済額２６４万４，

０７３円は、毎月各事業所から提出されます介護報酬請求書を国保連合会で審査する手数料

であります。４項高額介護サービス等費の支出済額６，４７６万１，２０４円は、世帯ごと

に居宅サービスや施設サービスでかかった利用料負担の１カ月の合計額が一般世帯で３７,

２００円、市民税非課税世帯で２４,６００円、老齢福祉年金や生活保護受給者で１５,００

０円を超えた場合に、超えた分に対し支給するもので、高額介護サービス費と高額介護予防

サービス費で６,２１８件の給付をしております。決算に関する説明書は２８ページになり

ます。５項高額医療合算介護サービス等費の支出済額７１５万８，６６５円は、平成２０年

度に設けられた制度で、介護保険制度における限度額と他の医療保険制度について月ごとの

限度額の集計を１年分の集計に再計算し、限度額を超えた分が支給され、後期高齢者医療と

国保制度との合算分で３２３件の給付をしております。７項特定入所者介護サービス等費の

支出額１億４，１３８万９，５２０円は、介護施設入所者の方は、居住費・食費は自己負担

になりますが、住民税非課税世帯等の低所得者の方が施設サービスを利用する際には、一定

の限度額を超えた分について給付するもので、要介護の方４,１０８件と要支援の方９件分

を給付しており、前年度比１３.０％の増であります。 

次に、第５款地域支援事業費は、被保険者が要介護・要支援状態となることを予防すると

ともに要介護状態となった場合にも、可能な限り地域において自立した日常生活を営むこと

ができるよう支援することを目的とした事業であります。１項１目介護予防特定高齢者施策

事業費の支出済額５６５万５，４１３円は、要介護状態となる恐れが高い虚弱な高齢者等を

対象に訪問指導する訪問指導嘱託員の報酬や特定高齢者の介護予防複合プログラム業務の委

託料が主なものあります。介護予防複合プログラム業務は、主要事業の成果説明書３９ペー

ジにありますように生活機能の低下等がみられる高齢者を対象とし、運動器の機能向上や口

腔機能向上、栄養改善の指導等を行うため健康運動指導士が在籍しているＮＰＯ法人に委託

し、３教室に５６名の参加を得て実施をいたしました。事項別明細書は４０ページになりま

す。２目介護予防一般高齢者施策事業費の支出済額４９７万５，９２７円は、一般高齢者へ

の介護予防事業教室開催時の看護師や健康運動指導士等への謝金及び主要事業の成果説明書

３９ページにあります地域づくりによる介護予防推進として、ころばん体操教室に係る経費

のほか、高齢者の健康づくりや社会参加を促し、健康維持や介護予防への取組を図り、その

活動にポイントを付与する元気度アップ事業に係る商品券が主なものであります。２項１目

介護予防ケアマネジメント事業費の支出済額４５１万１，１４２円は、地域包括支援センタ

ーの専門指導嘱託員２名分の報酬及び共済費になります。２目総合相談支援事業費の支出済

額３３万４，３８９円は、見守りを必要とする高齢者宅を訪問し実態把握をしていただくこ

とを市内３カ所の居宅介護支援事業所へ委託した高齢者実態把握業務委託料が主なものであ

ります。決算に関する説明書は３０ページにかけてになりますけれども、５目任意事業費の

支出済額３，３０５万２，５８６円は、介護給付費等費用適正化のための介護保険専門指導

嘱託員の報酬と主要事業の成果説明書の２４ページにありますが、生きがい対策課が所管す

る高齢者施策に係る食の自立支援事業委託料、高齢者の紙おむつ等給付の補助金が主なもの
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であります。なお、認知症に係る施策として認知症予防講演会や認知症サポーター養成講座、

認知症家族介護者交流会を開催し、認知症について正しい理解、知識の普及啓発に取り組ん

できたところでございます。また、在宅医療の推進としまして在宅医療講演会も開催したと

ころでございます。 

次に、第６款基金積立金、１項１目介護保険基金積立金の支出額１２万１，９４１円は、

基金利子分を積み立てたものであり、平成２７年度末の基金残高は６，１０１万２，１９８

円であります。 

次に、第８款諸支出金、１項２目償還金の支出済額３，３９１万３，５２６円は、平成２

６年度に係る介護保険給付費等の精算に伴う国・県への精算返納金であります。３項１目他

会計繰出金の支出額７５７万８，７３２円は、償還金と同様に平成２６年度に係る一般会計

への精算返納金であります。 

次に、歳入について御説明いたします。介護保険制度における各種介護サービスは、サー

ビス利用時の利用者負担１割分を除いた額の５０％が公費で賄なわれ、残りの額を保険料と

して負担することとなっています。公費分の負担の内訳としまして、居宅給付費については

国と調整交付金で２５％、県と市がそれぞれ１２.５％を負担しております。施設等給付費

は国と調整交付金で２０％、県が１７.５％、市が１２.５％であります。 

それでは、決算に関する説明書は２１ページ、事項別明細書は２７ページになります。 

第１款保険料１項１目第１号被保険者保険料の収入済額４億６，０１５万８，９１０円は、

収入率９７.４％で、内訳として特別徴収分が１００％、普通徴収分が８６.５％、滞納繰越

分が１８.１％で、全体の収入率は前年度比で０.４ポイントの増となっております。 

次に、第３款国庫支出金、１項１目介護給付費負担金の収入済額５億５，６８４円は、居

宅給付費が２０％、施設等給付費が１５％の負担割合による額であります。事項別明細書は

２８ページになります。２項１目調整交付金の収入済額２億８，８８７万１千円は、保険給

付費の原則５％分でありますが、阿久根市は低所得者の方々が多いこともあり１０.６８％

で交付をされました。２目地域支援事業交付金の収入済額１９９万７５３円は、介護予防事

業の対象経費の２５％分の国庫補助金であります。３目地域支援事業交付金の収入済額１，

４４９万７，２５３円は、包括的支援事業・任意事業費の対象経費の３９％分の国庫補助金

であります。 

次に、第４款支払基金交付金、１項１目介護給付費交付金の収入済額７億６，１８４万９，

５４４円は、保険給付費全体分の２８％分及び平成２６年度の追加交付２０６万５４４円、

２目地域支援事業支援交付金の収入済額２５８万３，０３５円は、地域支援事業費の対象経

費の２８％分が交付されたものであります。 

決算に関する説明書は２２ページになります。第５款県支出金１項１目介護給付費負担金

の収入済額３億９，８８６万４千円は、居宅給付費が１２.５％、施設等給付費が１７.５％

の負担割合による負担金であります。３項１目地域支援事業交付金の収入済額９９万５，３

７６円は、介護予防事業費の対象経費の１２.５％分の県補助金であります。２目地域支援

事業交付金の収入済額７２４万８，６２６円は、包括的支援事業・任意事業費の対象経費の

１９.５％分の県補助金であります。３目高齢者元気度アップ・ポイント事業補助金の収入

済額１３０万９，６２５円は、元気度アップ事業商品券に係る県の補助金であります。 

次に、第６款財産収入１項１目利子及び配当金は、介護保険基金の基金運用に係る利子で

あります。 

事項別明細書は３０ページになります。次に、第７款繰入金１項一般会計繰入金について

は先ほど説明したとおりでございます。２項１目介護保険基金繰入金の収入済額２千万円は、

保険給付費の不足分として必要額を繰り入れたものでございます。 

以上で事業勘定を終わり、次に介護サービス事業勘定について御説明いたします。介護サ

ービス事業勘定は、地域包括支援センターの業務に係る経費であり、要支援１と２に介護認

定された方のケアプラン作成に係る経費が主なものでございます。 
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それでは、歳出から御説明いたします。決算に関する説明書は３２ページ、事項別明細書

は４４ページになります。第１款総務費、１項１目一般管理費の支出済額１，１５０万２，

１３６円は、地域包括支援センターのケアマネージャー５名の人件費が主なものであります。

第２款介護予防サービス事業費、１項１目介護予防給付事業費の支出済額１５０万１，２８

０円は、ケアプラン作成業務の２４９件分の委託料が主なものでございます。 

次に、歳入について御説明申し上げます。決算に関する説明書は３１ページ、事項別明細

書は４３ページになります。第１款介護サービス収入、１項１目介護予防サービス計画費収

入の収入済額１，３８９万６，４００円は、ケアプラン作成に係る収入であり、新規が１１

３件、継続が３,０４９件分になります。 

以上で認定第５号についての説明を終わりますが、どうぞよろしくお願いいたします。 

牟田学委員長 

課長の説明は終わりました。 

この際、暫時休憩いたします。 

 

（休憩 １１：０４～１１：１６） 

 

牟田学委員長 

休憩前に引き続き、委員会を開催いたします。 

これより質疑に入ります。 

渡辺久治委員 

  ２款１項について、 

牟田学委員長 

  何ページですか。 

渡辺久治委員 

  ２款１項なんだけど、主要事業の成果説明書の３４ページを主に、要支援の人数は書いて

あったんですけれども、要介護の１・２・３・４・５あるんですけれども、その現在の阿久

根市の、認定の介護者の数がわかったら教えていただきたいんですけれども。 

児玉健康増進課長 

  ちょっと資料が現在の分はちょっと持ってきておりませんが、平成２８年３月現在で要支

援が１６０、要支援１ですね、要支援１が１６０人、要支援２が１９８人。要介護１が３６

７、要介護２が２７０、要介護３が２４２、要介護４が２３２、要介護５が２００で合わせ

て１，６６９になるかと思います。 

渡辺久治委員 

  この表の中でですね、上から三つの居宅介護サービス、地域密着型介護サービス、施設介

護サービスで大雑把に７億、６億、９億なんですけれども、望むべき方向としては施設介護

を減らして居宅介護とか地域密着型にシフトさせていきたいというふうに考えておられると

思いますがいかかですか。 

児玉健康増進課長 

  今おっしゃられるとおり、地域でいつまでも暮らしていただけるような、そういったサー

ビスのほうにシフトしていく、国のほうもそういった形で考えているようです。地域密着型

がやはりふえてきているということで、そういった考えでいるところでございます。 

渡辺久治委員 

  そうだと思うんですけれども、居宅介護と地域密着、施設介護、大雑把にすると７対６対

９ぐらいで昨年度はシフトされたわけですけれども、ここ数年のですね、数字の経緯とかも

しわかったら教えていただきますか。 

児玉健康増進課長 

  平成２７年度はここにあるとおり、居宅介護が７億２千万ほど、これは前年度から４．
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３％ほど減となっております。前年度が７億５，２００万余り、これがその前よりも１．

４％ほど減となっております。２５年度が７億６，３００万円余りとなっております。地域

密着型につきましては、平成２７年度がここにあるとおり６億２，２００万余りですが、こ

れは前年度と比べて１６．１％ほど増となっております。２６年度が５億３，６００万円余

り、これが２５年度と比較して２６．８％ほど増となっております。２５年度が４億２，３

００万円余りとなっております。施設介護につきましては、平成２７年度がここにあるとお

り９億２，４００万円余りですが、前年度と比較して約４％ほどの減となっております。前

年度が９億６，２００万円余り、これが２５年度と比較してこれも４％ほどの減となってお

ります。２５年度につきましては、１０億２００万円余りとなっております。 

渡辺久治委員 

  ということは、狙いどおりに施設介護が減ってきて、地域密着とか居宅介護がふえている

というふうに認識してもよろしいわけですね。 

児玉健康増進課長 

  地域密着型、これは特に施設も２６年度に新しい施設ができて、その関係もあってだんだ

んふえてきてるということもあるかと思います。 

牟田学委員長 

  ほかにありませんか。 

竹原恵美委員 

  成果説明書の３９ページです。５款１項１目の介護予防のひまわり教室、５款１項２目で

は地域づくりによる介護予防推進事業、ころばん体操ですけれども、これ、１人当たりの金

額で出してみると、ひまわり教室５万７，５００円、約。ころばん体操は９千円ほどなんで

すが、これどのくらい効果が、差があるものなんでしょうか。内容も少し説明も加えて教え

てください。 

児玉健康増進課長 

  ころばん体操の部分でよろしいですか。 

竹原恵美委員 

  ひまわり教室ところばん体操がありますが、どのような差異があるものでしょうか、活動

内容が。 

児玉健康増進課長 

  ５款１項１目と５款１項２目にかかる部分になるかと思います。５款１項１目は、２５項

目くらいですかね、チェックシートをしていただいて、それに何らかの、例えば閉じこもり

がちであるとか、ちょっと鬱の心配がある、そういった方々を対象とした教室になります。

２目のほうにつきましては、これは一般の高齢者、誰でも参加できるというような事業にな

っております。 

竹原恵美委員 

  それでは、ひまわり教室は一般誰でも入れるわけではない、特定の方が入れるというふう

に今の言葉では理解すべきなんですか。 

児玉健康増進課長 

  すみません、詳細は担当係長から答弁させます。 

竹原地域包括支援センター係長 

  ひまわり教室のほうは、特定高齢者と言いまして、介護になる恐れの高い高齢者というこ

とになります。リスクの高い高齢者ということでお考えいただければ結構だと思います。 

竹原恵美委員 

  ころばん体操をよく行くので状況を知っていて、見方によるんでしょうけれども引きこも

りであったり肢体が動きにくくなっている方もいらっしゃる、参加してらっしゃる。これは

お金の話になるとこれは５万７千、１人当たりですね、５万７，５００円かかっている。こ

ろばん体操は９千円かかっている。これだけの効果の差、これの間にもいろんな事業はつく
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れるのはつくれると思うんです。項目にしろ決定されたものかも説明いただければわかるん

ですが、それだけの差異があるものを、事業を並行させて行うことの意味、結局知りたいの

は落としどころなんですけれども、最後の落としどころはどこにあるのかというのを知りた

いんです。 

竹原地域包括支援センター係長 

  ひまわり教室のほうは、おっしゃるとおり一人当たりの単価は高いかと思います。対象者

が介護になる恐れの高い高齢者というふうになっておりますので、先ほど課長のほうからも

御説明がありましたように、閉じこもりとか基本チェックリストによって対象となられた方

ですので、送迎がついております。どうしても、ここにも書いてありますように３カ所でや

っております。送迎つきで一応やりますので、その分も加算させるかと思います。ころばん

体操教室のほうは地域の中で、地域づくりによる介護予防事業として取り組んでおりますの

で、地域で歩いて通える場所、例えば公民館等、そういう場所に出向いて地域の中での体操

教室、介護予防ということに取り組んでおりますので、そこに差がついております。なかな

かひまわり教室のほう、参加を募るんですけれども参加者が少ないというのは現状です。 

竹原恵美委員 

  それでは二つですけれども、ころばん体操を見ていると、やっぱり途中でやめてしまう、

その人たちというのは閉じこもりの可能性もある、たぶんごらんになって、よく見てくださ

って以降も考えてくださるかもしれないんですけれども、ぜひそういうふうに見守って、外

出をしなくなっているように見えて、途中でやめて別の方に変わるんですね。見ててくださ

い。そしてもう一つはひまわり教室、必要なことはわかりましたが、人数がふえないという

ところには何かそこに必要なものなりは要らないものかもしれません。ニーズに合ってない

ものかもしれません。その辺をよく検討してぜひ進めていってください。 

牟田学委員長 

  ほかにありませんか。 

山田勝委員 

  昔の話をすればいけないんですが、介護保険が始まる前はですね、国民健康保険及び老人

保険ということで、今やってるほとんど、福祉あるいは医療についての予算はそこで見とっ

たんですよね。今、例えばひっくるめてですね、見るときに、例えば国民健康保険が約４０

億、介護保険が約３０億としたときに７０億ですよ。そのほか後期高齢者医療、それから他

の保険をひっくるめたときですね、阿久根市の医療・福祉について幾らぐらい必要だという

ふうに思ってらっしゃいますか。 

児玉健康増進課長 

  国保・介護・後期高齢以外の福祉の部分については調査もしておりませんけれども、平成

２７年度ですが、概算の医療費、実際の医療費の部分になりますけれども、医療費の部分に

つきましては、国保が２９億２，２００万円余り、介護保険につきましては２７億７，１０

０万円余り、後期高齢者の部分については、これもまだ後期高齢のほうが確定をできており

ませんけれども、概ね４７億５，１００万円余り、総額で１０４億４，５００万円余りぐら

いが国保・介護・後期高齢の医療費という部分になってくるかと考えております。以上です。 

山田勝委員 

  すごいお金なんですよね。しかし、あわせてですね、社会保険とか、あるいはそういう

方々の保険もやはり算定しなければ例えば阿久根市全体の医療費とか、あるいは介護保険と

いうのは出てこないんですが、その部分は押さえていませんか。 

児玉健康増進課長 

  今申し上げた、これ以外についてはなかなか社会保険、例えば自分たちも市町村共済組合

なんですが、その他、ほかの企業に勤めてらっしゃる方々の医療費部分については把握でき

ないところでございます。 

山田勝委員 
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  例えば介護保険についてはですね、介護保険と後期高齢者について、その他の保険の方々

も入るんですか。 

児玉健康増進課長 

  介護保険についてはその他の保険の方々もなるかと思います。ただ、後期高齢は後期高齢

者医療全部になりますので、全体、ほかの保険ではありませんので、後期高齢者医療の保険

だけになります。 

山田勝委員 

  そういうことであれば、社会保険とかその他の保険を合わせればですね、阿久根市の医療

費というのはもっともっと現実の問題としては全部で医療・福祉の予算が、一般会計には出

てこないけど１５０億ぐらいはあるのではないかというふうに思われてもいいんですよね。

何もあなた方がどうせないかんというんじゃないんですよ。 

児玉健康増進課長 

  医療費全体としてどれくらいあるかというのはなかなか難しいかと思います。おっしゃら

れるとおり、最低でも先ほど申し上げました１０４億はあるわけですので、それが１５０億

あるかというのはちょっとなかなかそこまでは申し上げられないところかもしれません。 

山田勝委員 

  それでは、その対象者がですね、対象者が国民健康保険の人数対、国民健康保険税に加入

していない人たちとの対象を考えればですね、はっきりしなくてもそれなりのおぼろげに私

は出てくると思うのでね、そういう割合はどうですか。 

児玉健康増進課長 

介護保険はちょっと除きますが、国保が先ほど申し上げましたとおり、大体人数で２８％

ぐらい、人口の２８％ぐらいが国保。後期高齢については２３％が後期高齢者医療ですので、

半分少しは国保と後期高齢、残りの方々がそういった社会保険の方になるかと思います。約

半分くらいは社会保険等になるかと思います。 

山田勝委員 

  そういうようなふうにすればですね、私はなんでこういうかといったら、阿久根市の医療

機関とかいろんな医療機関があるじゃないですか、阿久根市の市民病院があったりどこがて

しますよね、そういうところにやはり阿久根市の医療機関でどれくらいの金が支払われてい

るのか、それがどういう形で阿久根市に、経済的にですね、波及効果があるのか、あるいは

労働者がいるのかということまで考えたときにですね、阿久根市でもやはりこの割合からい

けばですね、国保の分を考えたときにですね、せめてあと３０％ぐらいはね、上がるのじゃ

ないかというふうに思ったときに、やはり１５０億近い医療費が市内を含めながらですね、

ちゃんと流れていってるんだよと、そういうことであったらどれくらいの人が阿久根市内の

医療機関に働いて、どれくらいの経済効果、波及効果があるのかというところまでですね、

やはり私どもは興味を持ってみて、分析する必要があるのじゃないかということで、あなた

方には直接関係ない話ですよ。だからそれでもそういう話をきょうはね、聞いてみました。

ありがとうございました。 

牟田学委員長 

  ほかにありませんか。 

  [「なし」と呼ぶ者あり] 

 なければ、認定第５号について、審査を一時中止いたします。 

  

○認定第６号 平成２７年度阿久根市歳入歳出決算認定について（後期高齢者医療特別会計） 

次に、認定第６号を議題とし審査に入ります。課長の説明を求めます。 

児玉健康増進課長 

  それでは、認定第６号について御説明申し上げます。後期高齢者医療は、鹿児島県後期高

齢者医療広域連合を保険者として運営されています。よって、この後期高齢者医療特別会計
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は、歳入の後期高齢者医療保険料と軽減分の保険基盤安定繰入金を、歳出で後期高齢者広域

連合への納付金として支出しているものが主なものでございます。平成２７年度末の後期高

齢者医療の被保険者数は４,９６２人で、前年度末より２０人の減、人口に占める割合は先

ほど申し上げましたけれども約２３％、また、被保険者のうち障害認定者数が１０３人とな

っております。 

それでは歳出から御説明いたします。決算に関する説明書は３４ページ、事項別明細書は

４７ページをお開きください。第１款総務費、１項１目一般管理費の支出済額１３５万３，

５２５円は、後期高齢者事務に係る消耗品等の需用費、被保険者証の郵送に係る役務費が主

なものでございます。２項１目徴収費の支出済額５５万５，６２０円は、徴収事務に係る消

耗品等の需用費や郵便料、手数料等の役務費のほか、保険料の還付金２５万２，１００円で

あります。 

次に、第２款１項１目後期高齢者医療広域連合納付金の支出済額３億３９７万９，３３６

円は、後期高齢者医療保険料と保険基盤安定繰入金などを鹿児島県後期高齢者医療広域連合

へ納付したものでございます。 

次に歳入について御説明いたします。決算に関する説明書は３３ページ、事項別明細書は

４５ページになります。第１款保険料、１項１目後期高齢者医療保険料の収入済額１億６，

６７２万２，８４０円は、収入率９９.１％であります。 

次に、第３款繰入金、１項２目保険基盤安定繰入金１億３，７３３万１，２９６円は、保

険料の軽減分に対する財政措置でございます。 

以上で認定第６号についての説明を終わりますが、よろしくお願いいたします。 

牟田学委員長 

課長の説明は終わりました。これより質疑に入ります。ありませんか。 

山田勝委員 

保険料の後期高齢者でもやはり保険料の未収入というのは、収入未済額ですか、滞納です

か。 

川畑税務課長 

後期高齢者医療の徴収方法には年金差引をする特別徴収と納付書等で納める普通徴収があ

りますが、普通徴収分の未納分になります。 

山田勝委員 

特別徴収の分については滞納はないけれども、普通徴収についてあるというわけですか、

滞納分があるんですか。 

川畑税務課長 

はい、そのとおりであります。 

山田勝委員 

普通徴収についてはですね、自分たちで、例えば阿久根市が保険料を、納付書を発行して

それで納付していただく、それが滞納として残っているわけですね。難しかね。 

牟田学委員長 

いいですか。 

［山田委員「よかど」と発言する］ 

ほかにありませんか。 

  [「なし」と呼ぶ者あり] 

 なければ、認定第６号について、審査を一時中止いたします。 

（健康増進課退室、企画調整課入室） 

 

○認定第１号 平成２７年度阿久根市歳入歳出決算認定について（一般会計） 

次に、認定第１号中、企画調整課所管の事項について審査に入ります。課長の説明を求め

ます。 
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早瀬企画調整課長 

平成２７度阿久根市歳入歳出決算、一般会計中、企画調整課所管の事項について御説明い

たします。初めに、平成２７年度主要事業の成果説明書により企画調整課で取り組んだ事業

について御説明いたします。主要事業の５ページをお開きください。華の５０歳組歓迎レセ

プションにつきましては、対象者数５１７名中３２２名の参加があり、参加率６２．３％、

運動会の参加者は３６６名で、参加率は７０．１％でありました。次に、定住促進対策木造

住宅建築補助事業でありますが、この事業は、市内の建築業者を利用して、定住を目的とし

た木造住宅の新築または住宅を増改築する者に対する補助金であり、補助件数は４６件で総

工事費約４億円、市内建築業者分は約１億２千万円でありました。移住定住促進補助事業は、

阿久根市外から転入し、定住を目的とした住宅を新築または新規購入、もしくは増改築する

場合に補助金を３年間補助するものであり、補助件数は４０件、事業効果として過去４年間

の人口増は１０５人、総工事費約１億３千万円、市内建築業者分は約８千５００万円であり

ます。この２つの事業により、平成２７年度における市内建築業者への経済効果は約２億円

となります。６ページをお開きください。地域支え合い定住支援補助事業は、先ほどの２つ

の事業の対象者で父母等と同居又は同一区に居住する者に補助するものであり、補助件数は

６件であります。なお、平成２８年度は既に７件に交付しております。地域づくり活動支援

事業は、各区、団体等により積極的に活用されており、補助件数は５３区、８団体となって

おります。乗合タクシー運行事業は延べ運行回数１，４６４回でありますが、７ページのグ

ループタクシーは３８２回と少なく、制度の見直しと啓発活動が求められていました。そこ

で、平成２８年度において、基準である最寄りの駅やバス停までの距離１キロメートルを５

００メートルに変更し、また、民生委員会総会において個別相談を依頼したところ、利用券

の申請が多く提出され、８月末現在で延べ７８６回の利用実績となっております。これをも

とに試算しますと、年間１，９００回利用と昨年度比約５倍の利用が見込まれております。

総合戦略策定支援業務につきましては、平成３１年度までの５カ年における目標や施策の基

本的方向、具体的施策を取りまとめたものであり、毎年度、外部有識者による検証会議を予

定しているところであります。最後に国勢調査でありますが、今回で２０回目を迎え、２０

名の指導員と１４０名の調査員により実施いたしました。本調査の結果につきましては、国

において少子高齢化対策、防災計画、地方創生などの重要課題に対する各種施策に活用され

るものであります。 

それでは、決算内容について、初めに歳出について御説明いたします。事項別明細書の２

３ページをお開き下さい。説明書のほうは２８ページになります。２款１項８目企画費の翌

年度繰越額１，２００万円は、再生可能エネルギービジョン策定事業１，０００万円及び空

家活用支援事業２００万円であります。また、補正予算額の主なものは、あくね応援寄附金

の１，８００万円であります。 

それでは、主な内容について節ごとに御説明いたします。８節報償費は、旧阿久根高校跡

地活用検討会議出会謝金１万８千円、華の５０歳組歓迎レセプション演奏謝礼３万円、アク

ネ大使謝礼６万７，６７２円、薩摩藩英国留学１５０周年記念事業・薩摩スチューデント派

遣事業の派遣者選定試験審査委員謝金１万８千円、まち・ひと・しごと創生委員会出会謝金

４８万６，６００円であります。９節旅費の主なものは、まち・ひと・しごと創生委員会委

員の実費弁償３７万８，２７０円のほか、関東・東海・近畿阿久根会及び渋谷おはら祭り等

への参加旅費であります。１１節需用費の主なものは、官庁速報３２万４千円、華の５０歳

組歓迎レセプション食糧費７６万３，７７６円、原子力避難訓練用警備等用具の購入費８１

万円であります。警備等用具の内訳は、誘導灯５０本、メッシュベスト１００枚、蛍光色の

腕章１００枚、布の腕章１００枚であります。１２節役務費は、郵便・電話料であり、あく

ね応援寄附金関係の郵便料３０万円のほか、あくね大使への広報誌や謝礼品の送料などが主

なものであります。１３節委託料の主なものは、総合戦略策定支援業務６６９万６千円、肥

薩おれんじ鉄道の駅における柑橘類樹木管理業務２２万９，０６８円のほか、折口駅トイレ
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浄化槽管理業務清掃管理業務等であります。１４節使用料及び賃借料は、アクネ大使関東部

会会場使用料４万３，２０５円と移住・定住フェア時の２ブース借上料１７万２，８００円

であります。１８節備品購入費では、防災用プライバシースクリーン９０枚を購入いたしま

した。１９節負担金補助及び交付金のうち、負担金については、出水地域開発促進協議会ほ

か７つの協議会等への負担金であり、説明書備考欄に記載のとおりであります。説明書のほ

うは２９ページになります。補助金については、阿久根市人材育成事業として薩摩スチュー

デント派遣者２名に対し各４０万円を助成しました。その他の事業は前年度比で、乗合タク

シー運行事業２２万円増、移住定住促進補助事業１０万円減、定住促進木造住宅建築補助事

業１０１万円増、地域づくり活動支援事業９６万７千円増であります。区合併支援事業につ

いては、尻無区に対し３年目、最終年度として４５万４，５００円を交付いたしました。ま

た、肥薩おれんじ鉄道経営安定化支援事業に４１０万２，５９８円、地域支え合い定住支援

補助事業には６件、９０万円を交付いたしました。次に、事項別明細書は２４ページになり

ます。２５節積立金は、ふるさと創生基金利子分、人材育成基金利子分、地域振興基金利子

分と地域振興基金２，４８５万２，５１５円であります。地域振興基金の内訳としまして、

場外車券場設置市地元協力金３５８万９，９６２円、あくね応援寄附金２，１０３万５千円、

かごしま応援寄附金市町村交付金２２万７，５５３円であります。 

次に、事項別明細書の２９ページ、説明書の３３ページをお開きください。２款５項１目 

統計調査総務費でありますが、予算現額１，１２６万円、支出済額１，１１３万４，７６９

円で、執行率９８．９％であります。事項別明細書は３０ページになります。２節給料、３

節職員手当等、４節共済費の主なものは、担当職員２名分の人件費に係る経費であり、総務

課の所管分であります。１３節委託料は、市民所得推計事務に係る委託料であります。次に、

２目基幹統計調査費でありますが、予算現額１，０９１万８千円、支出済額１，０７５万９，

０９９円で、執行率９８．５％であります。１節報酬は、国勢調査に係る調査員１４０名及

び指導員２０名分の報酬であります。７節賃金は、国勢調査に係る臨時職員９カ月分の賃金

であります。１４節使用料及び賃借料は、電子地図複製利用料であります。 

次に、事項別明細書の４１ページ、説明書の４２ページをお開きください。５款２項２目 

働く女性の家管理費でありますが、予算現額３９８万８千円、支出済額３７９万６，９４４

円で、執行率９５．２％であります。１節報酬は、働く女性の家運営委員会委員５名分の報

酬と働く女性の家指導員１名分の報酬であります。４節共済費は、指導員の社会保険料であ

り、７節賃金は、働く女性の家の平日の夜間及び土曜日の警備員の賃金であります。８節報

償費は、働く女性の家で主催した２２講座分の講師謝金であります。１４節使用料及び賃借

料は、働く女性の家トイレ衛生器具の使用料が主なものであります。 

以上で歳出についての説明を終わり、次に歳入について御説明いたします。事項別明細書

６ページ、説明書１１ページにお戻りください。１２款１項８目１節労働使用料は、働く女

性の家の施設使用料で、延べ利用者数は１万３１人であり、昨年度比３０６人の増となりま

した。 

次に、事項別明細書８ページ、説明書１３ページをお開きください。１３款２項１目１節 

総務管理費補助金のうち企画調整課所管分の地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金９，

９２７万６千円について御説明いたします。まず、地方創生先行型事業としまして、総合戦

略策定事業、阿久根ファン創出事業、移住定住促進事業で４，４９７万４千円、地域消費喚

起・生活支援型として、消費喚起プレミアム商品券発行事業、ふるさと名物商品券、うに丼

割引券のことですが、この発行事業，同じく伊勢えびまつり割引券発行事業、卒業祝い商品

券等支給事業で５千４３０万２千円であります。 

次に、事項別明細書１０ページ、説明書１５ページをお開きください。１４款２項１目１

節総務管理費補助金について御説明いたします。広報・調査等交付金は、プライバシースク

リーン等の購入分であり、電源立地地域対策交付金は、こども発達支援センターこじかの整

備事業のほか、農道改良事業、Ｂ＆Ｇ備品購入、防火水槽設置工事、消防団装備品、消防団
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積載車整備基金積立への補助金であります。公共施設再生可能エネルギー等導入推進事業費

の繰越分は、西目地区集会施設、下段は市役所本庁舎分であり、太陽光発電、蓄電池及びＬ

ＥＤ設置工事に係る補助金であります。次に、事項別明細書１２ページ、説明書１７ページ

をお開きください。同款３項１目５節 統計調査委託金は、国勢調査費他８件の統計調査に

係る委託金であります。 

事項別明細書１４ページ、説明書１９ページをお開きください。１５款１項２目１節利子

及び配当金のうち企画調整課所管分は、ふるさと創生基金、人材育成基金、地域振興基金で

あります。 

次に、事項別明細書１７ページ、説明書は２２ページをお開きください。１９款５項４目

２０節雑入のうち企画調整課所管分について御説明いたします。説明書の下から１０行目、

一般コミュニティ助成事業助成金は、あくね毘沙門太鼓響流による和太鼓の整備に２５０万

円、川畑中防災会による小型動力ポンプほか防災備品の整備に対し助成しました。説明書は

２３ページに移ります。上から３行目、場外車券売場設置市地元協力金は、サテライト阿久

根の場外車券の売り上げの０．３５パーセントを地元協力金として納入されたものでありま

す。１２行目、乗合タクシー事業国庫補助金事業者精算返納金は、乗合タクシー運行事業者

に交付された前年度の運行実績に対する国庫補助金について、市から交付している乗合タク

シー運行事業補助金と重複することから同額を返納したものであります。２０行目、共生の

地域づくり助成事業助成金は、番所丘公園の遊具施設設置に係る助成金であります。２１行

目、防災拠点施設再生可能エネルギー等導入推進事業費は、脇本地区集会施設における太陽

光発電、蓄電池及びＬＥＤ設置工事に係る助成金であります。下から２行目、国際交流支援

事業助成金は、薩摩スチューデント派遣事業に対し、一般財団法人自治体国際化協会から費

用の一部について助成を受けたものであります。 

説明書は２４ページをお開きください。２０款１項１目２節企画債は、地域づくり活動支

援事業に財源充当したものであります。 

以上で、企画調整課所管の事項についての説明を終わりますが、答弁に関しましては私、

参事、課長補佐及び担当係長にてお答えさせていただきますので、よろしくお願いいたしま

す。 

牟田学委員長 

課長の説明は終わりました。この際、暫時休憩します。昼は１時から開催いたします。 

 

（休憩 １２：０１～１３：００） 

 

牟田学委員長 

休憩前に引き続き、委員会を開催いたします。生きがい対策課から資料の提出がありまし

たので、皆さまに配付しましたのでよろしくお願いいたします。 

これより質疑に入ります。 

白石純一委員 

  成果説明書の６ページ、２款１項８目、地域支え合い定住支援補助事業、６件ということ

でしたけれども、具体的にどういった区で使われたのかを教えていただくことはできますで

しょうか。 

早瀬企画調整課長 

この６件につきましては、父母等と区を同一ということで、対象者６名のうち脇本が２名、

折口が２名とあとは市街地というふうになっております。かつ新築が５件と増改築が１件と

いうことであります。 

白石純一委員 

  同一の区ということですれども、特に阿久根市に７０か８０区ですかね、その区という意

味ではなくて、小学校区というくくりですか。 
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早瀬企画調整課長 

  集落のほうになります。 

白石純一委員 

  その区は具体的にはわからないですかね。 

早瀬企画調整課長 

 名簿はございますが、ちょっと区までははっきりとわかりません。 

白石純一委員 

  その中で、息子さん、あるいは娘さんがＵターンして来られてというのは把握されてます

でしょうか。 

早瀬企画調整課長 

  市外からの場合は、１件だけです。 

白石純一委員 

  もちろん市内におられる方で、親御さんの近くに住まれるようにというのも大事ですけれ

ども、やはりＵターンということもこれから市にとって促進していきたいということだと思

いますので、市外の方に例えば５０歳組、先日ありましたけれども、そういった場で十分こ

ういった周知徹底をされるべきだと思いますが、５０歳組の場でこういった御紹介はされた

んでしょうか。 

早瀬企画調整課長 

  ５０歳組についても、こちらのほうの資料等は入れてございますが口頭での説明はしてい

ないところです。 

白石純一委員 

  ５０歳組など大変Ｕターンを促す大変よい機会だと思いますので、私自身も５０歳組が一

つの契機になってＵターンしたものですので、こういった５０歳組、あるいは関東阿久根会

や関西、あるいは中部ですか、さまざまな市外県外の阿久根会においてこういったものも十

分にＰＲしてですね、Ｕターンを促進していただきたいと思います。以上です。 

牟田学委員長 

  ほかに。 

中面幸人委員 

  決算に関する説明書のページの２９ページ、成果説明書の５ページの２款１項８目の中で

２件お尋ねいたしたいと思います。まず１件目が定住促進事業のことでお伺いいたしますが、

先ほど課長の説明の中でですね、当初からすれば件数もふえて金額もふえて、地元業者の経

済効果も相当上がってきてるんじゃないかというふうに感じるところでございます。いいこ

とだなというふうに思ってますけれども、その中でですね、教えていただきたいのが、例え

ば移住定住促進事業の場合、それを利用された方が、例えば阿久根出身者であるとか阿久根

出身者以外の人が来てますとか、そういうのがわかりますか。 

早瀬企画調整課長 

  この事業でですね、主要事業の５ページにある、真ん中の定住促進対策、木造住宅という

のはこれは市内にお住いの方でもそのまま木造住宅をつくれば補助金がある分で、その下の

移住定住促進補助事業というのは、これは全て市外からの転入の方々だけが対象です。この

場合は木造ではなくても住宅購入等でも対象になるという事業になりますので、ここで平成

２７年度であれば新規で９世帯が転入されております。そのうち鹿児島県内が５世帯で、鹿

児島県外からが４世帯というふうになっております。 

中面幸人委員 

  ちょっと勘違いというか、例えば私が言ったのは、例えばＵターンですね。それも該当す

るわけでしょ。阿久根出身者が県外におって、市外におって、その意味でした。今の状況で

わかりました。それとですね、この件に関してですね、やはり自分たちの地区でもですね、

若い人たちが市内にいる人たちが自分の地域に帰ってきて若い人たちが家をつくっている、
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若干あるんですけれども、これにはですね、やっぱり地域がですね、例えば家を建てる場所、

土地ですね、これをやはり地域ぐるみで相談して、いわば安く、安くというか気持ちよく提

供してやるとかですね、それも相当大事だと私は思うんですよ。だから、それにはまた今度

ですね、家を建てる条件として、例えば道路づきで側溝が整備されていなくて、例えば浄化

槽なんかの関係がちょっと出てくるというのもあるので、その辺あたりも検討しながらこの

事業なんかは全体的に進めていけば、まだふえてくるんじゃないかというふうに、気がいた

しますが、課長、この事業についてはですね、さらに促進するために要綱等を変えてみよう

とかそういうのはないんですか。このままの状態で進んでいくのか、ちょっと工夫したらも

っと人が阿久根に帰ってくるんじゃないかな、定住するんじゃないかなというのもあるかと

思うんですけれども、今後そういう今の条項を、いわば要綱について変えていくということ

は考えてないですか。 

早瀬企画調整課長 

  今年度から空家対策事業というのが、今、総務課も含めて計画をしております。危険家屋

であればそれを壊すために補助金、もしくはうちのほうでもそういう補修とかいう部分もあ

りますが、結局地域によってはそこの持ち主の方自体がこちらにいらっしゃらない。中面議

員もおっしゃいますように、必要な人がいればそういうところの土地とかですね、そういう

ところの調整というのはしていく必要があるのかなと、ですから更地を必ず地域で見つけて

というその提供もですが、そのほかに空き家のほう有効に使えていったらというふうに思っ

ております。 

中面幸人委員 

  私もそのことをいろいろ思っているわけです。例えば、時代の流れでですね、私たちが若

いころは男としてやはり自分の家を持ちたいと、新しい家を持ちたいというのがある時代で

した。でも今はですね、やはりこういう経済状況の中でですね、やはりそういう使える空き

家があればですね、それを有効に利用したほうがそれぞれ、給料体系も変わってきています

よね、下がってきてる中でですね、やはり新規に土地を購入し、新築建てれば相当ひと月の

支払いも多くなるわけですから、ぜひそういう空き家との関係をこれに組み合わせていけば

もっと私は広がるんじゃないかというふうに思っておりますので、ぜひこれを検討していた

だきたいと思います。あと一つ同じ２款１項８目の中で、乗合タクシーとですね、グループ

タクシーの件についてお伺いいたします。この成果表を見ればですね、決算を見れば、この

グループタクシーについては１３万４千円と決算額がなっておりますけれども、これを見た

らですね、何のための制度かというふうに思っておったわけなんですが、これも先ほど説明

があったように、例えば公共交通機関、バス停まで今まで１キロだったのを５００メーター

に下げたおかげで例えば５倍に利用者が増えているという状況で、こんなに使い勝手がよく

なっていくわけですね。ちょっと考えを変えればですね、だからこれをやはり私はほんとに

今５００メーターに下げたから５倍に上がってる。ほんなか課長、例えばですよ、自分の自

宅からバス停まで５００メーター以内だから使えない人もいるわけですね。こういう人たち

はですね、例えば車もない、足も膝が痛くて歩いても行けない。となればやっぱりタクシー

を使っていくわけですよね。これを考えたときですよ、同じ市民が平等に公平にですね、を

期すためにもですよ、確かにこういう条件を変えることによってこういうふうに変わってき

ます。またそういう公平性を保つためには、やはり年間の回数のチケットを出すとかですね、

そういうことも大事じゃないかなというふうに思うわけです。そこで今後ですね、５倍にな

ったけど私はこれでまだ満足絶対してないと私は思っておりますので、今後さらにですね、

やっぱり使い勝手がいいようにですね、この制度をですね、変えていくとかいう、そういう

のは考えてないですか。 

早瀬企画調整課長 

  この件につきましてはですね、利用者が５倍になった主な要因という部分は、１キロから

５００にしたということと、あと４月に民生委員会の総会がございました。そちらのほうで
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地域でそういう交通弱者といいますか、そういう方々がいらしたら相談をしてくださいと、

というのが結局自分達でも乗合タクシー、グループタクシー、対象者がどこのどういう人で

というのがなかなかわかりにくいということから、その辺を民生委員さんにお願いしたら民

生委員さんのほうから一気に地区地区でですね、出てきたというようなこともあります。で

すからたぶんこの５００メーターのところでもまだまだ啓発をやればですね、出て来るのか

なと。ですからその辺もちょっとにらみながら、かつ５００メーター以内についてどうなの

かというのは並行してですね、ちょっと検討させていただきたいというふうに思います。 

中面幸人委員 

  やはり前の課長が悪いというわけじゃないですよ、やはり課長が変わり、考え方を変えれ

ばですね、こういうふうに変わっていくわけですから、ぜひやっぱりそういう周知面につい

てもですよ、ただ制度をつくったからじゃなくて実際この制度をほんとに使いやすい制度に

しないと意味がないわけですから、ぜひその辺あたりを課長、今後ですね、ほんと使い勝手

がいいように、ほんとに皆さんが喜んでもらえるように早速、やっぱり西平市政だなと言わ

れるようにやっぱりですね、考えつくのが行政だと思いますので、ぜひまたこれにこだわら

ず、またいい、アンケートをとる方法もあるしですね、ぜひ地域の意見を聞いてさらなる改

革をしてほしいと思います。以上です。 

牟田学委員長 

ほかに。 

白石純一委員 

  決算に関する説明書の１５ページ、１４款２項１目、総務費県補助金の公共施設再生可能

エネルギー導入なんですけれども、市役所と西目、そして脇本、３カ所の太陽光発電だと理

解しましたが、市役所については６月議会で私が質問、一般質問させていただきましたが、

蓄電池が１階、しかも大橋川のすぐ脇のところにあるということで、災害時、停電になった

ときに力を発揮する非常用発電、太陽光発電の蓄電池が１階にあるということはリスクマネ

ージメント上、いかがなものかと考えております。脇本に関しても１階に位置するものでし

ょうか。 

早瀬企画調整課長 

  脇本についても１階ということになります。 

白石純一委員 

  脇本もすぐ脇に川が流れておりますし、こういった非常時のための施設でもある蓄電池が

こういった１階にあるというのはあまりにもリスクマネージメント上、何も考えていなかっ

たのかなと言わざるを得ないと思います。今後、もし移動できる、２階以上に上げることが

できるのであれば、そういったことも考えていただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

早瀬企画調整課長 

  この辺につきましては、総務課のほうと協議をさせていただきたいと思います。 

牟田学委員長 

いいですか。ほかに。 

山田勝委員 

  私は去年からですね、ふるさと応援寄附金のことで一生懸命なってるんですけどね、たま

たまけさ、阿久根のホームページを開けてですね、それからふるさと応援寄附金のところを

見ましたら、去年は２，５００万、その前は５００万、そのずっと少ないそういう時代から

ですね、例えば去年は２，５００万のふるさと応援寄附金をいただいて、現実に事業はふる

さと創生のためのどんな事業をされましたか、どんな成果が上がってますか。 

早瀬企画調整課長 

  昨年のあくね応援基金については全て積み立てておりますので、実際そこからの支出とい

うのはないところであります。 

山田勝委員 
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  それなら積み立てて、どこかぼっと出すときに出そうと思って、何に積み立ててるんです

か。 

早瀬企画調整課長 

  これにつきましては、地域振興基金ということで、実際には平成２６年度末で地域振興基

金が２，８５０万８，８３６円ございました。これに基金利子が２万２，６３１円。そして

あくね応援寄附金のほうが２，１０３万５千円とかごしま応援寄附金、これは県のほうを経

由してくる分ですが、２２万７，５５３円。それと場外車券売り場の協力金が３５８万９，

９６２円で、平成２７年度松では５，３３８万３，９８２円となっているところでございま

す。 

山田勝委員 

  そういうことでですね、毎年私は阿久根市が努力してできる一つの事業だと思っています

のでね、だから財源を見つける、あわせて産業を興るということをやってるんですが、こと

しの状況はどうですかね、ことしの状況は。 

早瀬企画調整課長 

  きょう時点での観光課のほうに確認をしましたら、既に昨年を上回っているということか

ら、４千万台にはいくのかなというような、今のところの状況であります。 

山田勝委員 

  ４千万台にはいくのかなで、現在４千万だということですか。 

早瀬企画調整課長 

  すみません、昨年度の額を今時点で上回っているということで。 

山田勝委員 

  ということは、２，５００万程度ということですか。 

小泉特命参事 

  追加の情報としてお伝えしておきます。ふるさと納税の申し込みに関しましては、大体今

ピークが１１月ぐらいにやってきます。今現在、去年と同額ぐらいにきてるということは、

今からのふるさと納税ですから期末に対しての、ごめんなさい、１１月がピークということ

でどんどん上がっていくというのが全体の傾向になってますので、たぶんそれぐらい、４千

万台ぐらいにいくのではないかということであります。 

山田勝委員 

  私も１１月、お歳暮に向けてですね、のピークだというふうに思いますよ。思うんだけど、

４千万ぐらいいくんじゃないですかなというのではちょっとがっくりきますね。１億円を目

指してほしいな。でもいいですよ、もう。 

牟田学委員長 

いいですか。ほかにありませんか。 

[「なし」と呼ぶ者あり] 

なければ、認定第１号中、企画調整課所管の事項について、審査を一時中止いたします。 

（企画調整課退室、総務課入室） 

 

次に、認定第１号中、総務課所管の事項について審査に入ります。課長の説明を求めます。 

山下総務課長 

認定第１号のうち、総務課の所管事項について御説明申し上げます。初めに、平成２７年

度の総務課の主な特徴的な事務事業としては、継続的な職員給与の独自削減、現下の課題に

対応するための機構改革の実施、庁舎への太陽光発電等の設置であります。このうち、職員

給与の削減では、市長等の給料の削減を初めとして、継続的な削減を実施してきており、そ

の結果、平成２７年４月１日現在の本市のラスパイレス指数は、９２．２となり、全国の１,

７２１市区町村の中では、下から１５５位、県下１９市中では最下位、町村を加えた県内４

３団体の中でも３４位の水準となったところであります。また、機構改革では、防災や危機
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管理的な事象に対処するため、総務課に危機管理係を設置しております。さらに、太陽光発

電等の設置は、防災拠点としての庁舎の機能を確保するとともに、再生可能エネルギーの活

用による省資源に資するものであります。それでは、主なものについて決算に関する説明書

及び歳入歳出決算事項別明細書に基づき御説明いたします。 

決算に関する説明書は９ページ、事項別明細書は４ページをお開きください。歳入から、

決算に関する説明書の備考欄を中心に御説明いたします。第１２款使用料及び手数料、１項

１目総務使用料のうち、総務課分は庁舎の使用料８４万１,４０２円であり、その主なもの

は、職員団体の事務所等の分が３７万４,０００円余り、金融機関の現金自動支払機分が３

０万６,０００円余りであります。また、市民ホールの自動販売機の設置に係る使用料は、

１３万９,０００円余でありますが、昨年９月からは、それまでの職員互助会への設置許可

を見直し、自動販売機の事業者に対して直接使用を許可しております。 

次に、決算に関する説明書は１３ページ、事項別明細書は８ページになりますが、第１３

款国庫支出金、２項１目総務費国庫補助金の収入済額の総務課所管分は、社会保障・税番号

制度システム整備費１,８８０万７千円のうち１,１９０万５千円であり、情報システムのセ

キュリティを強化するための情報ネットワークの構築等の事業に活用したものであります。 

次に、決算に関する説明書は２０ページ、事項別明細書は１５ページになりますが、第１

７款繰入金、１項３目退職手当準備基金繰入金の収入済額３億７,５９７万５６５円は、平

成２７年度が退職手当に係る総合事務組合負担金の精算の年度であったことから、当該負担

金に係る精算分に充当するため繰り入れたものであります。 

次に、決算に関する説明書は２１ページ、事項別明細書は１７ページになりますが、第１

９款諸収入、５項、４目雑入のうち、総務課分に関し、決算に関する説明書の備考欄の記載

事項について御説明いたします。備考欄の雑入の上から７行目の雇用保険料のうち総務課所

管分は、嘱託職員等の雇用保険料の個人負担分７４,４２２円であり、その２行下の地図代

は４０件の販売代金であります。次に、説明書の２２ページの備考欄の上から２行目の私用

電話料は、本庁に設置しております公衆電話等の使用料であり、その５行下の広報送付謝礼

は２件分で、その４行下の水道課光熱水費は、公営企業としての水道課の使用に係るもので

あります。その６行下のコピー使用料のうち総務課分は３１,８５０円であり、その３行下

の県政かわら版配布手数料は、県から交付されたもので、その下の職員健康診断大腸がん等

健診助成金は、市町村職員共済組合から検診受診者１人につき１,０００円、１８８人分の

助成があったものであります。その下の原子力立地給付金のうち、総務課分は庁舎電気消費

量及び防災行政無線電気消費量に対して１１万９,８０８円が九州電力から給付されたもの

であり、その下の全国市有物件災害共済会損害共済災害共済金は、市有物件の災害に係る損

害共済金で、このうち公用車の損傷に係るものは１４,３７２円であり、平成２８年度から

公用車の管理に関する事務を総務課へ移管しております。その７行下の水道課パソコン使用

料は、公営企業としての水道課の使用に係るものであり、その４行下の過年度分職員退職手

当等返納分は、職員３名の過年度分の職員手当等の返納分で、その６行下の職員退職手当一

部負担金は、消防組合に在職していた期間のある職員が退職したことにより、当該在職期間

に係る負担金を消防組合が納付したものであり、その下の広報あくね広告料は、１４事業者

等による広告料であります。次の２３ページの備考欄の１行目のホームページ広告料は、６

事業者等による広告料であり、その下３行及び４行の職員給与費等負担金は、後期高齢者医

療広域連合及び県への派遣職員各１名に係る給与費等について、派遣先が負担したものであ

ります。その下の消防操法大会練習時水道使用料は、消防団が操法大会練習時に使用した水

道の使用料であり、その６行下の庁舎案内板広告料は、本庁舎正面入り口に設置した案内板

の広告掲載料であり、その１４行下の自動販売機設置負担金は、市民ホールの自動販売機の

設置に係る事業者の負担金であります。 

以上で歳入を終わり、次は歳出について御説明申し上げます。決算に関する説明書は２６

ページから２７ページにかけて、事項別明細書は２０ページから２１ページにかけてとなり
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ますが、まず、第２款総務費、１項１目一般管理費の予算現額９億６,４４２万５千円に対

して、支出済額は９億５,６９１万８,０１８円で、執行率は９９．２％であります。このう

ち、１節報酬の支出済額１,８６０万４,２２０円は、行政事務連絡員７７人分の報酬と電話

交換・放送業務等嘱託員３人分の報酬が主なものであります。２節から４節までは特別職３

人と職員延べ４２人分の人件費でありますが、３節職員手当等の中には、特別職及び全職員

分の退職手当に係る県市町村総合事務組合負担金の平成２６年度までの期間の精算分と平成

２７年度負担分の５億９,１４４万６千円が含まれております。９節旅費は、特別職を含む

職員分の普通旅費でありますが、不用額の４４万３,９２０円は、職員の公用車利用や割引

航空券の利活用による執行残が主なものであり、１０節交際費は市長の交際費で、１３節委

託料の支出済額３７５万１,８００円は、職員の健康診断委託料等であります。１９節負担

金補助及び交付金の支出済額２,１２５万４,２６２円の主なものは、各種団体への負担金や

県から派遣を受けている職員の給与等に係る負担金、区長会の運営補助金であります。２５

節積立金は、退職手当準備基金に積み立てるものであり、平成２７年度を初年度とした新た

な１０年間の期間の退職手当に係る総合事務組合負担金の精算等に備えて１,０００万円と

利子分を積み立てたものであります。なお、平成２７年度末の基金残高は、１億１,１２８

万４,６９５円であります。次に、２目職員研修費は、予算現額２５３万８千円に対して、

支出済額は１８６万９,７１４円で、執行率は７３．７％であります。このうち９節旅費の

支出済額１０２万２,８３０円は、自治研修センター等各種研修会への参加旅費であり、１

３節委託料の支出済額２５万９００円は、人事評価制度に係る評価者研修を外部講師により

実施したもので、１９節負担金補助及び交付金の支出済額５７万８,８６４円は、県自治研

修センター研修や市町村アカデミー研修に係る負担金が主なものであります。次に、事項別

明細書は２２ページにかけてとなりますが、３目広報費は予算現額６６０万１千円に対して、

支出済額は６３１万９,２５６円で、執行率は９５．７％であります。 このうち１１節需

用費の支出済額４１６万６,０６０円は、広報あくねの発行に係る印刷代が主なものであり、

１２節役務費の支出済額７２万９,２４６円は、広報の発送経費が主なもので、１９節負担

金補助及び交付金の支出済額１３５万９５０円の主なものは、広報用放送施設整備事業補助

金であり、１６区に放送施設の設置等に係る補助金を交付したほか、全区に対して維持管理

補助金を交付したものであります。次に、４目文書費は予算現額５６４万６千円に対して、

支出済額は５３４万３,５４５円で、執行率は９４．６％であります。このうち１１節需用

費の支出済額９９万７,５３９円は、官報や書籍の追録購入経費が主なものであり、１３節

委託料の支出済額１３３万９,２００円は、例規集のデータ更新業務委託料で、１４節使用

料及び賃借料の支出済額３００万６,４３２円の主なものは、例規執務システム使用料と印

刷機、プリンター複合機等のリース料であります。次に、決算に関する説明書は２８ページ

にかけて、事項別明細書は２３ページにかけてとなりますが、７目財産管理費のうち、公用

車の管理に関する主なものは、公用車運行管理業務の委託料５６９万６,８７４円でありま

す。次に、決算に関する説明書は３０ページ、事項別明細書は２５ページになりますが、１

３目交通安全対策費は、予算現額３２４万円に対して、支出済額は３０２万５,４５１円で、

執行率は９３．４％であります。このうち１節報酬の支出済額１８１万６千円と４節共済費

の支出済額２８万７,８３０円は、交通安全専門指導員の報酬と社会保険料が主なものであ

り、８節報償費の支出済額１７万８,８６７円は、交通安全協力員の謝金が主なものであり

ます。次に、決算に関する説明書は３１ページにかけて、事項別明細書は２６ページにかけ

てとなりますが、１６目庁舎管理費は、予算現額８,６２８万７,０００円に対して、支出済

額は７,９１５万８,５９１円で執行率は９１．７％であります。このうち、１節報酬の支出

済額１８０万１,１６０円は庁舎公用車管理員の報酬、７節賃金の支出済額４５５万６,４０

０円は庁舎警備員３人分の賃金であります。１１節需用費の支出済額１,８６７万５,５８２

円は、庁舎管理における光熱水費と燃料費が主なものであり、不用額１６０万３,４１８円

は、節電等の省資源化の取り組みによる光熱水費の節減のほか、庁舎等修繕料の執行残が主
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なものであります。１３節委託料の支出済額１,０６５万８,７０３円は、庁舎浄化槽保守点

検等業務、庁舎清掃業務のほか、庁舎への太陽光発電・蓄電池及びＬＥＤの設置工事に係る

設計業務及び施工監理業務が主なものであります。１５節工事請負費の支出済額４,１６８

万８,０００千円は、庁舎への太陽光発電・蓄電池及びＬＥＤの設置工事費が主なものであ

り、この工事は県の補助金を活用して庁舎に太陽光パネル・蓄電池を設置し、２階部分のＬ

ＥＤ設置工事を行ったもので、これにより円滑な防災活動や省資源に資することとなったも

のであります。次に、１７目電算管理費は、予算現額１億２４４万２千円に対して、支出済

額は８,３８６万６,０８５円で執行率は８１．９％であります。このうち、１１節需用費の

支出済額９８６万４５４円は、電算関係の消耗品等の購入費が主なものであり、１２節役務

費の支出済額５７４万３,０７２円は、庁舎及び庁外施設等の電算専用回線使用料が主なも

のであります。１３節委託料の支出済額１,４２１万９,４９４円は、電算システム等保守点

検業務が主なものでありますが、予算額のうち５２０万９,０００円は自治体システム強靭

性向上事業として平成２８年度に繰り越して実施することとしたものであります。自治体シ

ステム強靭性向上事業は、社会保障・税番号制度の施行に伴う情報システムのセキュリティ

を強化するため、情報ネットワークの構築や庁内ネットワークの光ケーブルの敷設等を行う

ものであり、１５節工事請負費の予算額４２６万円や１８節備品購入費の予算額７８１万２,

０００円と合わせ、１,７２８万１,０００円を平成２８年度に繰り越しております。１４節

使用料及び賃借料の支出済額２,６４８万６,７４９円は、システム機器やパソコン等のリー

ス料が主なものであります。１９節負担金及び交付金の支出済額２,７５５万６,３１６円は、

総合行政システムサポート負担金や社会保障・税番号制度に係るシステム整備負担金が主な

ものであります。次に、２項１目税務総務費のうち、総務課の所管に係るものは、固定資産

評価審査委員会委員の報酬及び旅費であり、平成２７年度は、１件の不服申立てに対し委員

会を２回開催いたしております。 

次に、決算に関する説明書は５６ページ、事項別明細書は５９ページになりますが、第９

款消防費、１項４目災害対策費は予算現額６９８万９,０００千円に対して、支出済額は５

４０万９,１２２円ですが、このうち総務課所管分は予算現額が５９０万２千円で支出済額

が５４０万９,１２２円、全額であり、執行率は９１．６％であります。このうち、１節報

酬の予算額７万４千円は、市の防災会議開催時の委員報酬でありますが、委員会の開催案件

がなかったものであります。３節職員手当等の支出済額９５万９,４７８円は、災害警戒対

応時の職員の時間外勤務手当であります。１１節需用費のうち、総務課に係る予算現額は８

５万６,０００円で、支出済額は７４万７,３３６円であり、防災行政無線施設の修繕料が主

なものであります。１３節委託料の支出済額９５万４００円は、防災行政無線の保守点検業

務委託料であり、１８節備品購入費の支出済額２５万９,２００円は、防災行政無線簡易屋

外放送設備の購入費で、１９節負担金補助及び交付金の支出済額２２８万５,９０８円の主

なものは、防災ヘリコプター運行連絡協議会等への負担金や川畑中区防災会の消防施設の整

備に係るコミュニティ助成事業による地域防災組織育成助成事業補助金であります。 

以上で説明を終わりますが、質疑につきましては、私、課長補佐又は担当係長からお答え

いたします。 

牟田学委員長 

課長の説明は終わりました。これより質疑に入ります。 

白石純一委員 

成果説明書の２ページ、２款１項１６目、庁舎管理費で、実は企画調整課でも質問させて

いただいたんですけれども、災害時の蓄電池、まず下段の太陽光発電・蓄電池、これは市役

所の１階にあるものという理解でよろしいでしょうか。 

山下総務課長 

  庁舎の１階に設置しております。 

白石純一委員 
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  太陽光発電はもちろん屋根の上ですよね。ＬＥＤも２階、ただし蓄電池だけが１階という

ことで、ここに書いてありますように、大規模災害等により被災した場合に対処するための

太陽光発電、その蓄電池ということで、６月議会でも質問させていただきましたが、水害等

があったときにこれは役に立たないどころかだめになってしまうものですので、これを将来

的にやはり２階以上に移設するということが私は必要ではないかと思いますけれども、いか

がでしょうか。 

山下総務課長 

  御指摘のとおり設備については１階に設置しております。建設当時に、整備時に施設の規

模であるとか重量であるとか庁舎の状況を総合的に考慮して現在の場所に設置がなされたと

ころであると理解しておりますが、御指摘のとおり１階にあると水害等に場合によっては見

舞われるかもしれないので、そういった場合に役に立つのかという御指摘でございますけれ

ども、現状でいろんな諸条件をもとにして現在の場所に設置したものでありますので、なか

なか移設は難しいのかなと、水害等を防止する二次的な手立てを何らかの形で検討していく

ことが現実的ではないのかなと考えているところでございます。 

白石純一委員 

  私は明らかにこれは誤った設置だと思いまして、この過ちを改めようとしないことが最も

重要な過ちだと思います。水害を防ぐというのはなかなか大変な、簡単ではございませんの

で、この蓄電池という財産を守るのであれば当然２階以上に移設すべきだというのが本来の

目的ではないかと思います。そのように対処を依頼いたします。そして、その上段の庁舎非

常用蓄電池の取り換えをされたわけですけれども、これも機械棟の１階にあるものでしたで

しょうかね。 

山下総務課長 

  老朽化した蓄電池の取り換えは機械棟の１階にあるものでございます。 

白石純一委員 

  それについては前々から設置されていたものの取り換えということですけれども、やはり

これも前回の議会でも申し上げましたように、やはり水害時はですね、阿久根市の災害の拠

点となるべき市役所が電気の面では使い物にならないということになりますので、これも将

来的に速やかに２階以上への移設を検討されるべきだと思いますが、同じく御意見をお聞か

せください。 

山下総務課長 

  基本的には委員が御指摘のとおり、より上位の階に置いたほうが機能が発揮できると思っ

ております。ただこういった設備については、特に昨年度設置した設備については非常に規

模の大きい、重量的にもかなりなものでございます。２階等に設置する場合には設置に当た

っての諸条件も整備することも考えていくことが必要になってくるかと思います。そこで現

在の場所に設置をされたものだと理解しております。水害等に対しては現在の場所でどのよ

うな形で防護することが可能なのか、これらを検討していくことが現実的ではないのかなと

考えているところでございます。 

白石純一委員 

  実際、その１階にあるものを物理的にですね、水害から守るということは何か考えられる

手立てがあるんでしょうかね。 

山下総務課長 

  動かすことができないものでありますから、抜本的な対策ということにはならないかもし

れませんけれども、例えば何らかの形でバリケード的な覆いをするとか、そういったことは

技術的なことも考える必要がありますけれども、そういったことを考えていくことは可能か

なとは思っております。 

白石純一委員 

  先般の熊本地震でもわかったようにですね、市役所というのはやはり自治体の災害の拠点



 

- 27 - 

になりべきものですので、こちらが作用しないとなると大変復興にも時間がかかるわけです

ので、こういった非常用の設備というものは何にもまして優先的に改善していくべきだと思

いますので、善処のほどよろしくお願いします。以上です。 

牟田学委員長 

  ほかにありませんか。 

野畑直委員 

  伺います、２款１項１目、一般管理費についてですね、課長の説明でラスパイレス指数は

９２．２％、それから全国１７２１市区町村の中で下から１５５位、１５６６番ですかね。

それから県内１９市中最下位の１９位、そして４３市町村中３４位という説明を受けました。

課長、こういう数字が数年阿久根市では続いておりますけれども、職員採用の影響について

課長はどのように考えて、その影響はないのかを含めて教えてください。 

山下総務課長 

  本市を受験で希望をされるに際して、全く影響がないかと言われれば幾らか考慮される方

もいらっしゃるかと思います。ただ、志望される方は市の職員として志望されるものであり、

動機のほうはそちらのほうが大きなウエイトを占めるのではないかと思っております。 

野畑直委員 

  昨年はわかりませんけれども、私の記憶では２６年度、５年度だったかな、二次募集での

採用ということにもなっておりましたので、私は多少の影響があると思って課長の考えを聞

いたんですけれども、課長の考えを曲げて聞きたいとは思っておりませんので、それはそれ

でいいですけれども、２番目にですね、このようなラスパイレス指数についてですよ、課長

会等が定期的に行われていると思うんですけれども、なんとかこのラスパイレス指数につい

ても平均的なものにもっていくよう、仕事の取り組みとかですね、そのような、なんとかや

っぱり平均的にしたいと私の考えではそういうふうな考えを持っているもんですから、仕事

をやはり取り組み方をやっぱり変えないといけないとか、そういうような話し合いというの

はされないんですか。 

山下総務課長 

  勤務労働条件と連動してということではありませんけれども、仕事についてはより成果が

あがるような形で効果的に効率的にやっていこうということは課長会等を通じて周知をして

いるところでございます。 

野畑直委員 

  やはりですね、仕事というのは、給料というのはやっぱり働きに見合う報酬だと私は思っ

ておりますので、やはり目に見えて市民からも職員もよく頑張ってるなというようなものが

目に見えて出てこないとなかなか難しい問題だとも思っておりますので、今後はやはり仕事

の取り組みについてももう少しよくわかるようなやり方をしていってもらえたらいいと思い

ます。それから、課長会でそのような話が出ていたとしてもですね、職員の考えとかそうい

う意見を取り入れる、そういうことは何か手立てはされてないんですか。 

山下総務課長 

  一般的な形では個別の業務の中でそれぞれ上司に提案をするとか、そういったことはある

かと思います。また、例えば昨年策定いたしました総合戦略の策定に当たっては若手の職員

を集めていろんな意見交換をやったという機会もあるようでございますので、個別のテーマ

ごとにはこういった機会が設けられているというふうに理解しております。 

野畑直委員 

  課長ですよ、なかなか自分の給与というものに対して職員からはっきりした言葉で言える

というのはなかなか難しいと思いますよ。ですから、やっぱりどのような考えを２０代・３

０代の若い人たちがどのような考えを持って仕事をしているのか、何も匿名的なものでやは

りどのような考えを全体的に持っているんだということを把握しながらですね、やっぱり取

り組んでいかないと、今から役所には入ったけれどもというところの考えも出てくるだろう
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し、やっぱりそういう意見を取り入れるために意見箱でもつくってですよ、匿名できない、

そういう考えは把握する必要があると思うんですけれども、そのような取り組みはやはり、

課長はどのように考えていらっしゃいますか。 

山下総務課長 

  勤務労働条件に関することについて、実は先日も職員団体もですね、比較的若い層と市

長・副市長、それから総務課の職員で意見交換をする機会を持ったところでありました。こ

ういう機会を通じて実際に若い職員、職員一般がどういった考えを持っているのか、考え方

の把握に努めていくことは行ってきているところでございます。 

野畑直委員 

  今後もこのようなことがあまり長く続くのは私はあまりよくないと思っておりますので、

意見を、若い人たちの意見を取り入れて反映できるように今後また取り組みをよろしくお願

いします。終わります。 

牟田学委員長 

  ほかにありませんか。 

山田勝委員 

  私はいろいろ聞きたいんですけどね、野畑委員の言われる意見も一つの意見ですけどね、

まちづくりを一生懸命やっているところのね、町の給料は一番安いですよ。まちづくりをい

っせっぺやっていないような怠慢に（聴取不能）ですね、仕事はしないです。だから今でも

まだ高いぐらいだと思ってますからね、そんな話は到底せんでください、もう、課長に言い

ます。野畑委員に言ってるわけじゃないですよ。それぞれ考えがありますから。 

さて成果説明書、事項別明細書の２１ページにですね、交際費１２０万のうちの６０万８，

０５１円て、こうあります。約半分残っているんですね。交際費て大体何に使うんですか。 

山下総務課長 

  市長が出張する際、いろんな出張先に対して儀礼としてのあいさつで持参するものがござ

いましたり、それから市内で開催されるいろんなイベント開催時にお届けする物等がござい

ます。 

山田勝委員 

  私はね、６０万円使ったから悪いて言ってんじゃないですよ。６０万円、半分も残すよう

な交際費の使い方はよくないじゃないかって言ってるんですよ、半分も残すような。いつも

言って、広報係にもいつも言ってるんですがね、マスコミが来ます、あるいはテレビ、ある

いは新聞が来て特集しますよ。土産を持たせてやっとかって私は言いますよ。だから竹原議

員は笑いましたが、竹原議員みたいにすればみんな集まりますけどね、でも現実にはそうい

うことでなくて交際費というのはですね、トップセールスですから、私は使い切るくらい使

っていいと思いますよ。一つ聞きますが、例えば一年に一遍くらいは記者クラブと昼食会で

もすることがあるんですか。 

山下総務課長 

  ございません。 

山田勝委員 

  私はね、隣の長島町というところがあります。あそこはどういう状況かよくわかりません

けどね、非常にマスコミがよく取り上げてくれます。いろんな努力をしていらっしゃいます。

いろんな形でね。でも阿久根市はね、そんな努力をしない。私はね、もっとこの１２０万組

んだ、６０万しか使わない交際費の使い方は、使い道を知らんとじゃあかですね、提案する

人がいないのか、どう思いますかね、秘書広報係長。 

寺地秘書広報係長 

  山田委員にお答えします。そうですね、出張先とかですね、そういうマスコミの関係の方

となかなかお会いする機会が今、セッティングする、設けているというような状況等ござい

ませんので、そういうところに行く機会等がございましたら新商品とか、市内業者が開発と
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かした場合にはそういうところを利用しながらセールスをする必要があるかと思いますので、

機会があるごとにそういうものを利用して市長のほうにも話をしていきたいとは考えており

ます。以上です。 

山田勝委員 

  私がこんなにいっせっぺ言ってもですね、いろいろ言う人もいるでしょう。しかしながら

今はですね、テレビに何かテレビに出たらですね、テレビに出たら、あるいはどこかがテレ

ビに一緒に出てしたらですね、次の日にはばあっと人が集まる時代ですよ。新聞に載っただ

けで人が集まる時代ですよ。そういう時代にですよ、そういう努力をしないで交際費をこん

なに残すなんていうのは、私はあんまり関心しませんね。これはどしこ私があなた方に言っ

たって解決つかないでしょうからね、これは後で市長に聞いてみたいと思います。もう総務

課長どげん思うな。あなたは川畑市長の時代からずっと見ているんですが、もうちょっとね、

交際費は交際費で力を入れてですね、外に向けて発信する努力をしたほうがいいと私は思い

ますけどね、市民のためになることですから。 

山下総務課長 

  交際費は基本的に一定の、必要最小限の儀礼の範囲ということが基本とされておりますけ

れども、そうであっても今委員がおっしゃられたような有効に活用することによって市のＰ

Ｒができる、情報発信に貢献すると、そういった効用もあろうかと思いますので、御指摘を

受け止めて今後の有効活用についての検討をしてまいりたいと思っております。 

山田勝委員 

  ぜひ検討してください。あなた方はね、してもせんでも月給は変わらんですよ。でも市民

はね、そういうことをやったら売り上げが上がったり、豊かになるんですよ。市民のために

やらないかん事業でしょう、公金を使って。だからしてんせんでん月給はふとっじゃらなじ

ゃ困るわけよ、総務課長、わかる。 

山下総務課長 

  十分承知しております。 

山田勝委員 

  了解。次にですね、使用料の中で、市民ホールの自動販売機がですね、職員団体から今年

は業者になったということになったんですが、業者から直接使用料をもらうんですか。それ

ともそうすることによって具体的にどういうように市民の福利厚生が充実したんですか。 

山下総務課長 

  去年の９月から直接業者からの使用許可申請を受けて業者に許可をしております。このこ

とに伴いまして、市のほうでは９月から３月まで業者からは納付負担金を徴することとして

おりましたが、６７万円ほどの納付負担金の納付があったところでございます。 

山田勝委員 

  その納付負担金とですね、前年度のですよ、前年度、例えば職員団体からいただいた金額

とどんな差があるんですか。 

山下総務課長 

  今申し上げました６７万円ほどの差があるということでございます。 

山田勝委員 

  ということは、以前はもらっていなかったんですか。 

山下総務課長 

  納付負担金としては納付がされておりませんでした。庁舎の行政財産の目的外使用許可の

使用料は以前の団体からもいただいていたところでございます。 

山田勝委員 

  その差額は幾らですか。 

山下総務課長 

  行政財産の目的外使用料の使用料は同額でございます。納付負担金の分だけが先ほど申し
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上げました６７万円がその差額ということになります。 

山田勝委員 

  わたしはね、例えば業者、市の職員団体がですよ、商売するじゃないですか。商売して必

要経費を納めますね。少なくともその利益は職員団体が利益を取ったと思いますよ。利益は

あったと思います。そうでないとやる意味がないわけですから。そういうふうになったとき

にですね、ことし新たになったんだったら、その分例えば市民に供給するジュース代を安く

したとかなんとかという形にないと市民の福利厚生を少しでも市民にサービスしたというこ

とにならないのじゃないかなと思って聞いてるんですよ。 

山下総務課長 

  若干説明させていただきますけれども、職員団体と委員がおっしゃいましてけれども、職

員互助会が設置をしていたものでございます。職員互助会ではこの設置をして職員の福利厚

生といいますか、人間ドックの助成金等を職員互助会で行っておりました。しかしながら、

昨年から事業者が直接設置をいたしましたので、これを受けて平成２８年度は本来市が行う

べきものとして２８年度予算には人間ドックの助成金を計上させていただいたところでござ

います。この歳入も結果としてはそれに当てられていくという形になろうかと思います。 

山田勝委員 

  ということになればプラマイゼロということですか。 

山下総務課長 

  昨年度が７カ月で約６７万円でございます。これは単純にその比較はできませんけれども、

年間ベースにすると１１０万円くらいになってくるのかなと思っております。一方、今年度、

２８年度予算に計上した市の予算における人間ドック助成金は９７万円を計上しております。

おおむね同様の額ということになっております。 

山田勝委員 

  それなら了解。それとですね、課長、ちょっと課長にお尋ねしますけどね、現在の話です

よ、現在、阿久根市便利帳というのが交付されましたね、広告代理店が事業をしてですね。

あの全体のですね、阿久根市が資料は提供する、広告代理店のほうが冊子をつくって、そし

て市民に配布するということなんですが、あの広告代全部の市内の広告代というのは幾らな

んですか。 

山下総務課長 

  現在行っております暮らしの便利帳は２８年度取り組んでいるものでございますので、こ

こに細かな数字を持ち合わせておりませんが、おおむね１千万に満たないぐらいの金額では

ないかと思っております。 

山田勝委員 

  どこの市町村もやってるよということだけどね、私は当然阿久根市が便利帳というのは阿

久根市が市民に知らせるべき一つの資料ですよね、阿久根市が、阿久根市の行政サービスを

阿久根市民に知らせるわけでしょ。それを市内の業者からですね、約１千万の広告料をいた

だいてですよ、やった。これもやり方としては非常にいいことですよ。しかし、それぐらい

住民の方々からね、市民の方々から寄附を集めてですね、やって、そして阿久根市をよくし

ようと思ってるんだからね、やはり辛抱するところは辛抱してですね、やはりみんなで取り

組まないかんという姿勢が大事なんですよと私は言いたいだけの話です。この件については

ですね、ほんとにいいことだと思いますけれども、いいことだと思うけど当然阿久根市がす

べきものをみんなに分けたわけですからね、多い人はびっくりするぐらいの金額ですよ。だ

からその付近はみんなね、自分のこととして受け止めないと、すごい反発を受けますからね。

ですからそういう意味でね、少しでも給料を何パーセントか下げるとか、私はいいことだと

思いますよ。そういう中でいろいろ意見があるからいいことですけどね、だからそういう事

情の中でみんなで頑張っているんだということをね、示してほしいと思いますよ。以上です。 

竹原信一委員 
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  大変、山田議員がですね、役所がお金を使って頑張ってって、くれという発想のお話でし

たけれども、私はまるっきり逆でございます。いくら頑張っても頑張らなくても給料が一緒。

そういう状況のセンスで商売をやるような、商売の真似事をしたってですね、絶対うまくい

きません。皆さんがやるとことごとく失敗するんですよね。思い切ってやってもらって交流

センターもそうでしょ、どんな使い方かもわからんような状態で進めてきた、駅だってそう

だし、それから太陽光、 

牟田学委員長 

  竹原信一委員、決算です。 

竹原信一委員 

  そうですよ、わかってます。全部のことを言っとるんですよ。今の市政が、今までのこの

阿久根市の状態をつくってきてるんですから、余計な、見通しの立たないような、立てられ

ないようなばくちみたいな仕事はやめてください。皆さんにはセンスがありませんから。終

わります。 

牟田学委員長 

  ほかに。 

  [「なし」と呼ぶ者あり] 

なければ、認定第１号中、総務課所管の事項について、審査を一時中止いたします。この

際、暫時休憩します。２時２５分から開催します。 

 

（休憩 １４：１４～１４：２５） 

 

牟田学委員長 

休憩前に引き続き委員会を開催いたします。 

次に、認定第４号を議題とし審査に入ります。課長の説明を求めます。 

山下総務課長 

  認定第４号につきまして、御説明いたします。 

歳入から申し上げますが、特別会計の決算に関する説明書は１９ページ、事項別明細書は

２３ページから２４ページにかけてとなります。 

初めに、第１款１項１目共済会費の収入済額３６５万９０５円は、会員の年会費であり、

一般の会員が３６５円の８,１１７人分、７５歳以上の会員が２００円の３,４４１人分、合

計１１,５５８人でありました。 

次に、第２款財産収入、１項１目利子及び配当金の収入済額７万５,２７９円は、交通災

害共済基金の利子であります。 

次に、第３款基金繰入金、１項１目交通災害共済基金繰入金の収入済額１２７万８千円は、

見舞金の不足に充当するため繰り入れたものであります。 

次に、第４款繰越金の収入済額２３３万３,６５８円は、前年度繰越金であります。 

歳入合計は、７３３万７,８４２円でありました。 

以上で歳入を終わり、次に歳出について御説明申し上げます。決算に関する説明書は２０

ページ、事項別明細書は２５ページをお開きください。第１款１項１目の事業費は、予算現

額６６３万６,０００円に対して、支出済額は４８５万３,７８７円であり、執行率は７３．

１％でありました。 

以下、節ごとにその主なものについて御説明いたします。１節報酬の予算現額１万９千円

は、交通災害共済審査委員会委員３名分の出会報酬でありますが、委員会を開く案件がなか

ったため全額不用となったものであります。８節報償費の支出済額３５万９,８４０円は、

区長への共済会費の取りまとめ謝金であります。１１節需用費の支出済額１６万２,９０２

円は、加入申込書の送付用の封筒のほか、加入申込書の印刷経費が主なものであり、１２節

役務費の支出済額１６万５,４４５円は、郵便料及び金融機関の窓口収納手数料であります。
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１９節負担金補助及び交付金の支出済額４１６万５,６００円は、交通事故による３５件の

交通災害共済傷害見舞金４１０万１,６００円と交通災害共済システムサポート負担金６万

４,０００円であります。 

次に、２款１項１目基金積立金は、予算現額２４１万円に対し、支出済額は２４０万８,

９３７円でした。これは、前年度からの繰越金の全額２３３万３,６５８円と基金利子７万

５,２７９円の合計額２４０万８,９３７円を交通災害共済基金へ積み立てたものであります。 

歳出合計は、７２６万２,７２４円でありました。  

以上で説明を終わりますが、質疑につきましては私、課長補佐または担当係長からお答え

いたします。 

牟田学委員長 

  課長の説明は終わりました。これより質疑に入ります。 

濵﨑國治委員 

  ２７年度末のですね、基金残高をちょっと教えてください。 

山下総務課長 

  平成２７年度末の基金残高は７，９３２万３，０６９円でございます。 

濵﨑國治委員 

  平成２７年度につきましても、二人の死亡見舞金を支払っていらっしゃいます。その関係

もありまして、途中で繰り入れをされていらっしゃいますけれども、繰り入れをしても、か

つ残額が残ったということで、二人というのは珍しいことで、普通一人もいないか一人分く

らいということで、この基金がですね、非常に毎年毎年ふえている傾向にあるんですが、こ

の基金の有効活用というのは何か考えていらっしゃいませんか。 

山下総務課長 

  交通災害基金の設置目的は、共済見舞金等に不足を生じた場合の財源として積み立てるこ

ととしております。これまで積み立てた基金は共済事業の運営に当ててきたところでござい

ます。現在の基金の額は、加入者の共済会費収入による共済事業運営の結果として累積した

ものであると理解しております。交通災害共済条例では、この共済制度は交通事故による災

害を受けたものを救済するための制度とされております。このことから、基金の活用に当た

っては現状の制度を維持していくことを前提にしたとき、共済制度の運営に支障がない範囲

の額とすること。それから、基金目的に照らして交通事故による災害を防止するための目的

にかなうものとすること。こういった観点から考える必要があると思っております。現在の

金額はこの間の事業運営の経過を見るとき、直ちにその全額が必要になるとは考えにくいと

ころでありますが、不測の事態への対応等も考慮する必要があると思っているところでござ

います。また、活用対象としては、交通事故の防止に資するような事業に活用することが望

ましいのではないかと思っております。したがいまして、基金の現状や今後の加入者の見通

しをもって活用の適否、共済事業への影響、規模、対象等について庁内において協議を進め

てまいりたいと考えているところでございます。 

濵﨑國治委員 

  私は過去、一般質問等でもお願いをし、要望したところでありますけれども、交通災害の

特別会計の規模からすればですね、今回７００万ですけれども、通常は５００万前後で推移

しているところであります。そこで、今、課長が答弁されたとおりですね、大体ある一定の

額があれば運営できるとすればですね、大体５、６年分でもあれば十分運営できるんじゃな

いかと思いますので、それを除いた額についてはですね、やはり交通安全対策の事業にです

ね、私は運営すべきだというふうに思います。といいますのも、この基金利子が７万５千円、

今回ありますけれども、７万５千円以上にですね、やっぱりこの活用方法によってはですね、

効果があるんじゃないかなということを思うときですね、今の条例で可能でなければですね、

条例の一部改正でもして、やはり交通安全対策に限るとかですね、あるいはほかの特定のの

に限るというふうにしてですね、ぜひこれについては活用方法を検討するべき時期にきてい
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るんじゃないかなということを考えますので、その点についてですね、ぜひお願いしたいと

思います。 

牟田学委員長 

  よろしいですか。ほかに。 

山田勝委員 

  今、濵﨑委員がいうような御意見はずっと聞いたけどね、ガードが固くてね、なかなかう

まくいかない。それは都市計画課がですね、こういう事情で交通安全対策費が足りないから

ていうことでなんとかできないかというお願いもしないと思うんだけど、現実の問題として

は何でこんなにガードが固いのかな。話をしたくないのか、問題として話をしたくないのか

な、どうですか。 

山下総務課長 

  先ほど申し上げましたように、この基金は加入者の共済会費をもってされた共済の運営の

中、累積をされたものであるという経過を踏まえるときに、ある程度の目的、直接的な還元

ができないわけでございますから、現実的には、間接的にどのようなものに使ったほうが一

番望ましいのか、そういった検討がやはり必要ではないかということでこの間、具体化して

いないのではないかと思っているところでございます。 

山田勝委員 

  ならね、死亡一時金とか、あるいは見舞金とかという改定はあったのかな。 

山下総務課長 

  共済見舞金の額についての改定はございませんでしたが、７５歳以上の方についてはそれ

まで、時期的にはだいぶ前であったと思いますが、３６５円の会費が２００円に引き下げら

れたという経緯はございます。 

山田勝委員 

  交通安全施設にできないんだったらですね、保険金をふやすとか、何でかって言ったら、

ずっと物価は上がってきてるじゃないですか。簡単なことが、これが創設された時のね、あ

なた方の給料と議員の給料を比較したときに、相当違ってきていると思いますよ。そうなっ

たらラスパイレス、そういうことでですね、スライドでもしてですね、見る必要があります

よ。全然保険金も変わらない、見舞金も変わらないというのはね、だからこんなにずうずう

ずうずうたまっていくんですよね、年に４００万ぐらいしかないお金がですよ。それが２０

倍たまってるわけですから、２０年分。そういう面で、全然検討もしない、見向きもしない

というののほうがおかしい。ぜひ検討するとか検討したとかという結果をね、示してくださ

い。 

山下総務課長 

  この共済制度につきましては、１日１円ずつを積み立てていくということで見舞金を受け

取るということよりも、交通安全についての意識づけと言いますか、意識を高めていこうと、

そういうことで始まったものであると理解しております。確かに１日１円、年間３６５円で

運営をしておりますけれども、見舞金については見直しをこの間行っておりませんが、もと

もとの制度の発足はそういったことであったと理解しております。そうであれば、その制度

の精神を引き継ぎながら累積した基金について間接的に交通安全の目的からそれない内容の

ものにどういう形で活用できるか、これを考えていかなければならないのかなと思っている

ところでございます。 

山田勝委員 

  考え方の差ですよね。例えば交通安全、ずっと積み立てとった人がですよ、１日１円のあ

れに加入しとったからこれだけあってよかったという人もいるんですよね。見舞金をもらっ

てよかった。そういう人もいるんですよ。だから掛けとってよかったどって。だからあんた

の言うとおりだけじゃないんですよ、あんたが言うのがね、１００点じゃないんですよ、市

民の考えていることっちゅうのは。だから検討は、私はする必要があるというだけの話です
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よ。 

牟田学委員長 

  ほかにありませんか。 

  [「なし」と呼ぶ者あり] 

なければ、認定第４号について、審査を一時中止いたします。 

（総務課退室、総務課消防係入室） 

 

牟田学委員長 

次に、認定第１号を議題とし、総務課消防係所管の事項について審査に入ります。消防参

事の説明を求めます。 

的場消防参事 

それでは、認定１号に係る総務課消防係所管分について御説明いたします。 

初めに、平成２７年度に取り組んだ三つの事業などについて御説明いたします。主要事業

の成果説明書１０３ページをごらんください。９款１項２目非常備消防費６２０万円は、消

防防災施設整備費補助金を活用して耐震性貯水槽４０トンを鶴見公園内に新規設置したもの

であります。次の５１８万４千円におきましても、消防防災施設整備費補助金を活用して耐

震性貯水槽４０トンを大尾地区に新規設置したものであります。これらにより火災発生時の

安全で迅速かつ円滑な消火活動の対応はもとより、地震発生時においても活用が可能となり、

管内の住民の安心・安全の向上と地域防災力の充実強化が図られました。次の１２１万８千

円におきましては、電源立地地域対策交付金事業を活用して災害対策用資器材としてチェン

ソー及び付属品２５セットを新規購入し、阿久根市消防団２５班へ新規配備したものであり

ます。チェンソーを活用することにより消防団による各種災害時の倒木等障害物の除去を安

全で迅速かつ効率的に実施でき、地域防災力の充実強化と管内住民の安心と安全の向上が図

られました。主要な事業は以上であります。 

それでは、決算内容について歳出から御説明いたします。決算に関する説明書は５５ペー

ジ、事項別明細書は５８ページをお開きください。第９款１項消防費の予算現額は、３億３，

５７４万２千円であり、支出済額は、３億３，１０２万４，６９２円で、執行率は９８．

６％であります。１目常備消防費は、予算現額２億６，２０９万円、支出済額２億６，２０

９万円で、執行率は１００％となっており、決算に関する説明書の備考欄のとおり、阿久根

地区消防組合への負担金であります。次に、２目非常備消防費は、予算現額６，６１６万３

千円、支出済額６，３５２万３，９２９円。執行率は９６．０％で、決算に関する説明書の

備考欄に示しました、団員の報酬や退職報償費のほか、耐震性貯水槽２基分の工事費などが

主なものであります。以下、主な節ごとの支出済額とその内容などについて申し上げます。

１節報酬１，１７２万８４０円は、消防団員２１８名分の報酬であります。５節災害補償費

１８６万５，７６６円は、消防団員の遺族補償年金に係るものであります。８節報償費３５

４万２，７７０円は、消防団員１１名分の退職報償金３３０万７千円と消防出初式、消防操

法大会の表彰用の記念品などの報償費２３万５，７７０円であります。９節旅費１，７７６

万８，４９６円は、消防団員の費用弁償１，７６４万７，４９６円が主なものであります。

１１節需用費４００万４，８７２円は、消防団の車両等の修繕料や燃料費、消防団詰所の光

熱水費などが主なものであります。１２節役務費１６９万６，７６３円は、郵便料・電話料

等の通信運搬費や各種保険料の経費などが主なものであります。事項別明細書は５９ページ

になります。１５節工事請負費１，１３８万４千円は、耐震性貯水槽２基分であります。１

８節備品購入費３０３万４，８５３円は、消防団員の活動服や消防ホースなどの１８１万７，

１５３円と災害対策用資器材としてチェンソー及び付属品２５セット、１２１万７，７００

円が主なものであります。１９節負担金補助及び交付金５８３万１，３８９円は、決算に関

する説明書の５５ページの備考欄のとおり、消防団員の退職報償金掛金４３０万８００円、

団員等公務災害補償等共済基金掛金５０万６，６３９円、消防団員の福祉共済等への補助金
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として、消防団員互助会に交付した７１万８，９３８円などが主なものであります。決算に

関する説明書は５５ページ１番下から５６ページになります。２８節繰出金２３万８千円は、

新設消火栓２基分の設置経費７０万円と消火栓１５３基分の維持管理経費として簡易水道特

別会計に４５万９千円を、同じく２９３基分は水道事業会計に８７万９千円支出したもので

あります。次に、３目水防費１，６４１円は災害対策用機材を購入したものであります。そ

の他については支出を要する災害が無かったことから支出はありませんでした。次に、４目

災害対策費は、予算現額６９８万９千円のうち、総務課消防係が所管する予算は、１０８万

７千円でありましたが、支出を要する災害が無かったことから支出はありませんでした。 

以上で歳出を終わり、次に歳入について申し上げます。決算に関する説明書の１４ページ、

事項別明細書は９ページにお戻りください。第１３款国庫支出金、２項国庫補助金、８目消

防費国庫補助金の調定額及び収入済額は、ともに５２８万５千円であります。これは、耐震

性貯水槽設置に係る消防防災施設整備費補助金であります。 

次に、決算に関する説明書は２１ページ、事項別明細書は１７ページをお開きください。

第１９款諸収入、５項雑入、４目雑入、２節団体支出金の調定額及び収入済額は、ともに２，

４６８万７，１３６円であります。このうち消防係所管分は、決算に関する説明書の備考欄

のとおり、消防団員遺族補償年金１８６万５，７６６円、消防団員１１名分の退職報償金３

３０万７千円であります。決算に関する説明書は２２ページになりますが、２０節雑入のう

ち消防係所管分は、備考欄の上から２２行目の原子力立地給付金１６５万２，７２４円のう

ち５万７千円と下から３行目にあります、県消防協会火災共済制度出資金割戻金７，２５０

円、また、決算に関する説明書は２３ページの備考欄下から４行目にあります県消防協会福

祉共済制度返戻金の２万８，６７２円であります。 

次は、決算に関する説明書は２５ページ、事項別明細書は１８ページになります。第２０

款１項８目消防債は、予算現額６３０万円、調定額及び収入済額はともに６００万円であり

ます。これは、耐震性貯水槽設置に係る費用６００万円の消防施設整備事業債繰越分であり

ます。 

以上で説明を終わりますが，御審議方よろしくお願いいたします。 

なお、質疑の答弁につきましては私及び担当係長で答弁させていただきます。よろしくお

願いします。 

牟田学委員長 

参事の説明は終わりました。これより質疑に入ります。 

野畑直委員 

  チェンソーの配備について伺います。このチェンソーの重量と刃の長さというのはどのぐ

らいあるんですかね。 

的場消防参事 

  ただいま仕様書を確認しましたところ、３５０ミリ、３５センチになります。重量は４キ

ロ程度でございます。 

野畑直委員 

  この事業の成果等の中で、住民の安心と安全の向上が図られたとなっておりますけれども、

実際、そのチェンソーを使われましたか。 

的場消防参事 

  まだ消防のほうでは確認はしておりませんけれども、ことし導入しましてから各班から資

格を持ってる以外の方と言いますか、講習をしております。ただ実際に、台風が通過しまし

たけれども、実際に出動して使っているというのは聞いておりません。 

野畑直委員 

  実際に災害が起きて、台風災害等で十分重宝されるものとは思うんですけれども、私が聞

いた中ではですね、消防団員でチェンソーを全く使ったこともない、非常に私は危険なもの

だと思ってるんですよ。私も実際、チェンソーも小さいのを持ってやりますけれども、軽い
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のはそうまでないですけれども、恐らく４キロあれば相当やっぱり重い物かなと、実際使用

するにはですね、ですから、消防団員の方々にはですね、全員やはりその性能とか、例えば

ロックされたりとかしますけれども、そういうところまでですね、使える、そしてまた安全

な物である、実際講習というか、実際使ってみて、切り方も上から切ったり下から切ったり

というのもありますから、その辺まで含めて団員の教育ですね、そういう講習等をしてもら

いたいと思いますので、よろしくその辺はやっていってもらいたいと思います。 

的場消防参事 

  それにつきましても、導入前におきましてもやはりその辺の安全管理上の問題を考慮しま

して、実際に建設関係の方は使ったことがあると。全く素人の方で使ったことも見たことも

ないという方もいらっしゃいますので、時を見まして実際今回は専門の業者に２日間講習し

ていただきましたけれども、これまた今後も続けていくように団本部と協議していきながら

やっていきたいと思います。 

野畑直委員 

  私が言っているのは団員がですね、こういうチェンソーをもらったけれども、危険極まり

ないものであって、講習してもらわなつこならんどねと言う声もあったものですから一応お

願いをしましたのでよろしくお願いします。以上です。 

牟田学委員長 

ほかに。 

白石純一委員 

  成果説明書の１０３ページ、９款１項２目、非常備消防費なんですが、貯水槽を２基建設

されてますけれども、消防を不勉強で申しわけございませんが、貯水槽から火災の場合どの

ぐらいの距離を、ホースを延ばして消火に使えるというものなんでしょうか。 

的場消防参事 

  そこそこの場所で違うんですけれども、現在、２７年の４月１日でなんですけれども、全

部でですね、４０トンにつきましては５２基、４０トン未満が５１０あるんですけれども、

これを阿久根市全体で消火栓も含めてですね、配置しているわけですけれども、距離にとい

いますか、大体基本的に国が示してる整備指針では、１４０メートル以内に水利を設けなさ

いというのがありまして、そういう計画に基づいてずっとしているわけですけれども、例え

ば今回設置しました防火水槽の位置をですね、大尾地区に限定しますと、大尾地区の場合も

火災等が頻繁にあった時がありまして、この近辺にも水槽が必要だということで、旧阿久根

高校のプールとかですね、消火栓、そこらあたりも含めましてそこの場所を設置したところ

でした。 

牟田学委員長 

  参事、たぶん水槽からホースがどれだけ延びるかということじゃなかったんですか。 

的場消防参事 

  申しわけありません。ホースの長さはですね、２０メートルになっております。１本当た

り２０メートル。 

牟田学委員長 

  だから、どれくらい延ばして使えるのって、つないで。２０メートルしかいかないの。 

的場消防参事 

  ホースは１本２０メートルなんですけれども、圧力と、例えば小型ポンプと、例えば車の

消防署にあるタンク車、また消防団でも中央分団とか大川、三笠、鶴川内にあります。ポン

プ車によって圧力が違いますので摩擦係数等も考えましてですね、圧力で考慮しているとこ

ろです。何本かといいますと、そこはちょっと場所場所で、例えば距離が長かったとした場

合には途中にポンプ車を入れたり小型を入れたりしていきますので、ほとんどカバーできる

とは思います。 

白石純一委員 
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  その次の質問として市内に何槽ぐらいあるのかということを伺いたかったんですけれども、

先ほどおっしゃったように、４０トンクラスが５２基ですか、４０トン以下が５１０でした

ですかね、したがってかなりの数ということで、ただしこの２カ所については今まで足りな

かったということで設置されたという理解でよろしいでしょうか。 

的場消防参事 

  ４０トン未満については基本的に受益者負担といいまして、各区、後援会、区からの補助

金も自己で出していただくのが以前多かったんですけれども、４０トン以上につきましては

国の補助金がありますので、以前、現場打ちでやってたんですけれども、今二次製品といい

まして、新しい貯水槽の、耐震性ののができましたので、これを活用して設置するようにし

てるんですけれども、脇本のほう、中間、今南のほうを検討しているところなんですけれど

も、消防団のですね、この前行った、９月に水利調査というのをやりまして、そこで今設置

されている水槽の中の漏れ、蓋の壊れていたら修繕したりとか、ずっと回りながらこの地区

にはまだ必要だというのは区からの要望もあったり、消防署のほうもずっと市内回って必要

なところに設置をしている状況です。 

白石純一委員 

  例えば４０トン、５２基のうち耐震性のものは何基ございますでしょうか。 

的場消防参事 

  ４０トンの耐震性につきましては、９カ所です。２０トンにつきまして、こじかの今回、

入り口に設置されました２０トンが１基であります。以上です。 

白石純一委員 

  大尾地区が私の実は住まいの近くでありまして、それほど人家は多いところではないので、

ただ火災が多かったということをおっしゃいましたけれども、火災で人家の消火よりも私の

当初の印象では地震の災害対策も大きいのかなと思った次第なんですけれども、５２基のう

ち９基しかまだ耐震のものがないということで、これは今後耐震に向けて耐震性を持ったも

のをですね、さらにふやしていってほしいなと思った次第です。以上です。 

牟田学委員長 

ほかに。 

[「なし」と呼ぶ者あり] 

なければ、認定第１号中、総務課消防係所管の事項について、審査を一時中止いたします。

（消防係退室、水産林務課入室） 

 

牟田学委員長 

次に、認定第１号中、水産林務課所管の事項について審査に入ります。課長の説明を求め

ます。 

山平水産林務課長 

認定第１号、平成２７年度阿久根市歳入歳出決算のうち、水産林務課所管分について主な

ものを説明いたします。まず、６款２項林業費について、歳出から説明いたします。決算に

関する説明書は４６ページ、事項別明細書は４７ページをお開きください。１目林業総務費

は、当初予算額１，４９９万８千円に対して、治山林道協会負担金９万２千円を増額補正す

る一方、人件費１２万４千円を減額補正し、予算現額は１，４９６万６千円で、支出済額は

１，４６６万９，１４０円であり、執行率は９８．０２％であります。２節給料から４節共

済費につきましては、職員２名の扶養手当や共済組合負担金等の減額補正が主なものであり

ます。次に、２目林業振興費について説明いたします。当初予算額１億１０４万円に対して、

４８３万６千円を増額補正し、予算現額は１億５８７万６千円で、支出済額は９，９２６万

９，９２８円であり、執行率は９３．７６％であります。増額補正の理由といたしまして、

イノシカ肉流通対策事業 ９７２万８千円、竹林改良促進支援事業 ６５万６千円の増額が主

なものであります。 
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以下、主なものを説明いたします。決算に関する説明書は、同じく４６ページ、事項別明

細書も同じく４７ページになります。８節報償費の支出済額４５４万６，２００円のうち、

主なものは決算に関する説明書の４７ページの１行目にあります、有害鳥獣捕獲謝金４３０

万２００円で、イノシシ１９３頭、シカ４３１頭、タヌキ・アナグマ１５９頭、ノウサギ４

羽、カラス９羽、ドバト４羽の捕獲謝金であります。決算に関する説明書は、４７ページ、

事項別明細書は同じく４７ページになります。１３節委託料の支出済額１，０２１万８，６

６０円のうち、主なものは、決算に関する説明書の委託料の６行目にあります、有害鳥獣被

害捕獲対策推進業務の７８０万円であります。有害鳥獣被害捕獲対策推進業務につきまして

は、平成２５年度からの事業として、農林産物の被害相談の即対応や農林産物の鳥獣被害の

軽減を図るため、阿久根市有害鳥獣捕獲協会と脇本有害鳥獣捕獲協会に委託を行ったもので

ありますが、平成２５年８月１６日に一般社団法人阿久根市有害鳥獣捕獲協会が設立され、

平成２６年度からは当協会に委託し、各地区に協力員の配置、ワナの見まわり、捕獲体制、

被害報告などの即対応が可能となり、協会員の捕獲意欲も高まり、被害の拡大に歯止めをか

けているものと思っております。決算に関する説明書は同じく４７ページ、事項別明細書は

４８ページになります。１５節工事請負費の支出済額１，５０５万４千円は、県単補助治山

事業、林道上床線舗装工事、林道仁床線舗装補修工事ほかを実施したものであります。１９

節負担金補助及び交付金は、紫尾幹線林道維持管理協議会ほか２件の負担金２３７万２，５

００円と、猪被害防止事業ほか８件の補助金５，８７６万１，０９９円であります。負担金

の主なものといたしましては、紫尾幹線林道維持管理協議会の２２９万３千円であります。

それから、決算に関する説明書の負担金補助及び交付金の４行目にあります猪被害防止事業

の７６５万６，５６８円、７行目にあります、作業道急坂局部舗装事業の８６３万４千円と

１０行目にありますイノシカ肉流通対策事業の３，１９８万４千円のほか６件であります。 

猪被害防止事業につきましては、有害鳥獣捕獲に係る捕獲隊員の出動手当５８４万６，５０

０円、捕獲器用エサ代２０万円、ハンター保険料２７万４千円、安全用具１３３万６，０６

８円の合計であります７６５万６，５６８円の実績となっております。作業道急坂局部舗装

につきましては、１４路線の１，４０７メートルの事業実施に対しまして、８６３万４千円

の補助を行い、林産物の運搬の利便性や竹林改良が促進されてきたところであります。また、

竹林改良促進支援事業、いわゆる竹チップ補助につきましては、平成２４年度から始まった

事業でありますが、平成２６年度まで１キログラム当たり１円の単価を平成２７年度から１．

５円に値上げし、平成２７年度は１０，９０７．４１トンの２８６万１，１１５円の実績と

なりました。 なお、竹材受け入れ事業者からの情報では、全体では約２，２６１トン程度

の搬出実績があったと聞いているところであります。イノシカ肉流通対策事業につきまして

は、平成２５年６月２０日に獣肉の処理加工施設いかくら阿久根が完成したことに伴う平成

２５年度から始まった事業で、解体処理や猟期中の捕獲謝金でありますが、本施設が建設さ

れたことや本事業を実施したことにより捕獲意欲が向上し、有害鳥獣被害捕獲対策推進業務

と同様、被害の拡大に歯止めをかけているものと思っております。本年度も引き続き継続実

施し、農林水産物の被害軽減を図っているところであります。なお、捕獲実績といたしまし

て、捕獲期と猟期を合わせまして、平成２７年度が猪２６８頭、鹿９１６頭の計１，１８４

頭となっております。次に、３目市有林造成費について説明いたします。当初予算額９１５

万７千円に対して、１，１１０万円増額補正し、予算現額は２，０２５万７千円であります。

支出済額は１，９１８万６，９８６円であり、執行率は９４．７２％であります。増額補正

の主な理由といたしましては、８月２４日から２５日にかけて襲来した台風１５号により、

倒木した阿久根大島の松の処理業務費用を計上したものであります。以下、主なものを説明

いたします。１２節役務費の主なものは、森林国営保険加入料３８５万５，８７６円であり

ます。１３節委託料の主なものは、先ほど申し上げましたが市有林風倒木処理業務１，１１

２万４千円であります。 

次に、災害復旧関係に移ります。決算に関する説明書は６５ページ、事項別明細書は６９
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ページをお開きください。１１款４項３目単独林業施設災害復旧費について説明いたします。

当初予算額３５０万円に対して、支出済額は３０１万４，３２８円であり、執行率は８６．

１２％であります。主なものといたしましては、１４節使用料及び賃借料ですが、梅雨時期

や台風等での林道内への崩土・倒木などの被害に際し、グレーダー等の重機借上げにより崩

土等の除去を行い、通行の安全確保等を行ったものであります。４目補助林業施設災害復旧

費について説明いたします。予算現額２９９万９千円に対して支出済額は０円であり、執行

率は，０％であります。これは、１５節工事請負費ですが、先ほども申し上げました８月２

４日から２５日にかけて襲来した台風１５号により被災した林道白木川線の災害復旧工事を

行ったものであります。これにつきましては、標準工期を確保するため年度内完了が困難で

あり、平成２８年度への繰越事業としたものであります。 

次に、水産業費について説明いたします。決算に関する説明書は４７ページ、事項別明細

書は４８ページにお戻りください。６款３項１目水産業総務費は、当初予算額４，３４１万

円に対して、扶養手当及び住居手当を２１万円増額補正する一方、給料、期末勤勉手当及び

共済費等を１３６万５千円減額補正し、予算現額は４，２２５万５千円で、支出済額は４，

１２２万８６１円であり、執行率は９７．５５％であります。 

それでは，主なものについて説明いたします。２節給料から４節共済費につきましては、

課長と栽培漁業センター職員２名、水産係３名の計６名の給料、期末勤勉手当や社会保険料

等の減額補正が主なものであります。決算に関する説明書は同じく４７ページから４８ペー

ジにかけまして、事項別明細書は４９ページをお開きください。１９節負担金補助及び交付

金の支出済額５０万５００円は、決算に関する説明書の負担金の１行目にあります阿久根警

察署管内沿岸防犯連絡協議会以下六つの協議会や協会への負担金であります。２目水産業振

興費は、当初予算額２億２９６万８千円に対して、１９節負担金補助及び交付金の藻場・干

潟等保全活動支援事業及び種子島周辺漁業対策事業など１，９９６万６千円を減額補正し、

予算現額１億８，３００万２千円、支出済額１億８，１３６万３３６円であり、執行率は９

９．１％であります。減額補正の主な理由といたしましては、種子島周辺漁業対策事業の入

札執行残が主な理由でございます。 

以下、主なものを説明いたします。決算に関する説明書は同じく４８ページ、事項別明細

書も同じく４９ページになります。１９節負担金補助及び交付金の支出済額１億７，８７２

万５，５５８円は、決算に関する説明書の負担金補助及び交付金の２行目に記載のとおり、

藻場・干潟等保全活動支援事業ほか１件の負担金と７行目に記載のとおり、種子島周辺漁業

対策事業ほか８件の補助金であります。負担金補助及び交付金の５行目にあります水産物流

通対策事業のうち、地元漁船に対する氷代補助の実績につきましては２５０万円を増額補正

し、対前年度比で水揚数量１０２％、金額にしまして９５％、氷代は計画に対しまして１０

６％の執行率でありました。対象者につきましては、延べ２，０５８人、補助金額は３，０

７８万７，３５８円であります。次に、負担金補助及び交付金の７行目にあります種子島周

辺漁業対策事業につきましては、北さつま漁業協同組合の製氷冷蔵施設の機器改修を実施す

るために、ＪＡＸＡ・県・阿久根市が助成したものであります。次に、負担金補助及び交付

金の１０行目にあります磯焼け対策事業につきましては、水産多面的機能発揮対策事業によ

る対策が行き届かない極めて浅い海域での食害対策として２０回、延べ１９９人によるウニ

の駆除作業を実施し、その成果があらわれてきていると考えております。次に、負担金補助

及び交付金の１１行目にあります栽培漁業後継者育成事業につきましては、北さつま漁業協

同組合から栽培漁業センターへ出向してきていただいている職員１名に対する補助金であり

ます。２４節投資及び出資金の３５万円は、鹿児島県漁業信用基金協会に対する出資金であ

ります。２５節積立金の支出済額８万２，３８５円は、水産振興基金利子であり平成２７年

度末基金残額は５，５１１万５，９９０円であります。次に、３目漁港管理費について説明

いたします。決算に関する説明書は同じく４８ページ、事項別明細書も同じく４９ページに

なります。当初予算額１，６６３万５千円に対して、２２９万円を減額補正し、予算現額は
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１，４３４万５千円で、支出済額は１，３４１万９，７０５円であり、執行率は９３．５

５％であります。 

それでは、主な内容について説明いたします。１３節委託料の支出済額１，１０７万５，

４７１円は、決算に関する説明書の委託料の３行目にあります阿久根漁港環境緑地施設の樹

木管理業務及び機能保全計画策定業務が主なものであります。決算に関する説明書は、同じ

く４８ページ、事項別明細書は５０ページになります。次に、４目漁港建設費について説明

いたします。当初予算では計上しておりませんでしたが、３月補正により可決いただきまし

た阿久根漁港水産基盤機能保全事業及び漁港漁村活性化対策事業につきまして、予算現額、

支出済額ともに５５７万円であり、執行率は１００％であります。１９節負担金補助及び交

付金５５７万円は、阿久根漁港水産基盤機能保全事業及び漁港漁村活性化対策事業の負担金

であります。決算に関する説明書は４９ページ、事項別明細書は同じく５０ページになりま

す。次に、５目栽培漁業センター費について説明いたします。当初予算額２，２１４万円に

対して１６８万９千円を増額補正し、予算現額は２，３８２万９千円で、支出済額は２，１

５２万４，００５円であり、執行率は９０．３３％であります。 

以下、主なものを説明いたします。１節報酬２６９万７，２５３円は、技術嘱託職員１名

及び地域おこし協力隊１名、計２名の報酬であり、４節共済費６８万４，２９５円は、技術

嘱託員１名、地域おこし協力隊１名及び作業員１名の社会保険料等であります。７節賃金１

６３万３，２６８円は、作業員１名分の賃金であります。１１節需用費１，４４５万７，２

９６円は、種苗生産用飼料、電気・水道・ガス・燃料費などの水光熱費、紫外線殺菌装置ゲ

ート弁、餌料培養水槽バルブ修繕料などが主なものでございます。１３節委託料９８万６，

５６７円は、決算に関する説明書の委託料の１行目にあります警備業務ほか４件の委託料で

あります。 

次に、歳入について説明いたします。決算に関する説明書は９ページ、事項別明細書は４

ページをお開きください。１１款１項１目農林水産業費分担金、２節林業費分担金は、県費

単独補助治山事業に係わる受益者の分担金６７万円であります。決算に関する説明書は１０

ページ、事項別明細書は５ページをお開きください。１２款１項４目農林水産業使用料、２

節林業使用料は、鶴川内地区集会施設及び山村開発センターの使用料が主なものであり、３

節水産業使用料は、第１種漁港及び栽培漁業センターの電柱占用料であります。決算に関す

る説明書は１２ページ、事項別明細書は６ページをお開きください。１２款２項４目農林水

産業手数料、２節林業手数料は、愛鳥飼育許可の許可手数料であり、３節水産業手数料は船

員手帳交付手数料１９件分であります。 

次に、決算に関する説明書は１４ページ、事項別明細書は８ページになります。１３款 

２項５目３節水産業費補助金は、水産基盤機能保全事業費の国庫補助金であります。 

次に、決算に関する説明書は１６ページ、事項別明細書は１１ページになります。１４款 

２項５目２節林業費補助金は、決算に関する説明書に記載のとおり、下から７行目の森林整

備地域活動支援事業費ほか４件の補助金であります。うち、森林整備・林業木材産業活性化

推進事業費の５，２１０万２千円は、生きがい対策課が所管するこども発達支援センターこ

じかの建設費等に係るものでございます。３節水産業費補助金は、決算に関する説明書の下

から１行目にあります種子島周辺漁業対策事業、１７ページの１行目にあります藻場・干潟

等保全活動支援推進事業交付金及び２行目の地域振興推進事業の補助金であります。 

次に、決算に関する説明書は１８ページ、事項別明細書は１３ページをお開きください。

１４款３項５目２節林業費委託金は、松くい虫特別防除事業費と市町村権限移譲交付金であ

り、３節水産業費委託金は、漁港使用料徴収費と港勢調査費であります。 

次に、決算に関する説明書は１９ページ、事項別明細書は１４ページになります。１５款 

１項２目利子及び配当金のうち水産林務課所管分は、水産振興基金及び阿久根大島名勝松造

成基金であります。１５款２項１目不動産売払収入、２節立木売払収入でありますが、台風

１５号により倒木した阿久根大島の松の用材とチップ材の販売収入でございます。 
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決算に関する説明書は同じく１９ページから２０ページにかけまして、事項別明細書は１

５ページになります。１５款２項３目生産物売払収入、１節生産物売払収入のうち水産林務

課所管分は、栽培漁業センターでヒラメ・アワビ・アカウニ・オニオコゼの種苗を出荷した

分の１，７１９万１，８４６円と公益社団法人鹿児島県森林整備公社からの分収交付金２２

万８，５７０円であります。 

次に、決算に関する説明書は２１ページから２２ページにかけまして、事項別明細書は１

７ページをお開きください。１９款５項４目２０節雑入のうち水産林務課所管分は、雇用保

険料及び原子力立地給付金の一部と漁港環境緑地施設照明使用料、漁港事業に係る過年度分

負担金返還金、市有林森林保険金、イベント販売収入、イベント体験料などであります。 

なお、収入未済額５３８万４，８１３円のうち、水産林務課所管分は３９１万６，５０７

円でありますが、これは一昨年の決算特別委員会で御説明申し上げましたが、平成２５年度

の体験型農林漁業推進事業の委託料の返納金であり、平成２８年８月１０日付で鹿児島地方

裁判所川内支部から受託者から申立てのあった破産手続開始通知書が届いたところでありま

す。裁判所に対しまして破産債権届出書を提出しております。その後、平成２８年９月１日

付で破産管財人から鹿児島地方裁判所川内支部破産係宛てに管財事務報告書が提出されまし

たが、ブルートレインとその附属動産等の評価額も低く、売却金額もさほど見込めない状況

ではないかと考えているところでございます。 

次に、決算に関する説明書は２４ページ、事項別明細書は１８ページをお開きください。

２０款１項５目農林水産業債、２節林業債５５０万円は林道上床線舗装工事に、３，９８０

万円は有害鳥獣捕獲事業に活用したものであります。３節水産業債４，５２０万円は、種子

島周辺漁業対策事業債、水産業活性化事業債、これにつきましては氷代補助であります。そ

れと漁港改修事業債であります。 

以上で水産林務課所管の説明を終わりますが、主要事業の成果説明書は５８ページから６

４ページに記載されておりますのでお目通しください。 

なお、新規事業や改良を加えた点などにつきまして、新規事業はございませんでしたが、

竹林改良促進支援事業、いわゆる竹チップの補助につきましては先ほども申し上げましたが

平成２６年度まで１キログラム当たり１円であったものを、平成２７年度から１キログラム

当たり１．５円に値上げをしております。ほかには特にございません。答弁につきましては、

私並びに担当係長より答弁させていただきますのでよろしくお願いいたします。 

牟田学委員長 

課長の説明は終わりました。この際、暫時休憩します。３時４５分から開始をいたします。 

 

（休憩 １５：３５～１５：４４） 

 

牟田学委員長 

休憩前に引き続き、委員会を開催いたします。これより質疑に入ります。 

大田重男委員 

  決算の説明書の４７ページ、成果事業は６４ページです。イノシカ肉流通対策事業をちょ

っとお伺いします。これは決算では３，１９８万４千円になってますけど、当初予算からす

ると約５５０万くらい上がってるんですけど、成果はものすごく上がってるなあと感じてる

んです。その中でですね、成果事業のほうで流通対策費ですか、この辺がわかりますか。成

果事業のほうで流通対策費ってあるんですね。 

山平水産林務課長 

  大田委員のほうからイノシカ肉流通対策事業の流通対策費についての内容についての質問

だと思うんですが、 

  （発言する者あり） 

  金額ですか、１３９万２千円です。 
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大田重男委員 

  事業の成果等でですね、流通体制を構築したとあるんですけど、どういった活動であった

んですかね。 

山平水産林務課長 

  まだ現在ですね、２８年度からジビエ利活用研究会というのを北薩地域振興局が主体にな

って阿久根市とか協会、それから主にその方々で今後どうやってジビエの利活用を図ってい

こうかということで、協議会を５月に発足をさせまして、今、先進地研修を７月に行って、

今後ジビエの利活用については基本的には進めていきたいんですが、２７年度におきまして

は、いかくら阿久根のほうがいろんな市内外にジビエの販売を行っております。ジビエを普

及させるために阿久根市といたしましても料理教室とかいろんなイベント、市のイベントの

中でジビエの無償提供とかを図って、少しでも普及につなげていこうとしております。以上

です。 

大田重男委員 

  今の説明でわかりました。４年前でしたかね、私たちが産業厚生委員会で武雄市に視察に

行ったことがあるんですね。あの時に、そこの事業者が販売ルートが決まってると、あそこ

の場合は福岡のホテルとか全て販売が、物流ですね、それは決まってるようなことを言われ

たんですよね。そういうことはまだできてないということですね。話によると、例えば東京

の高島屋ですか、あそこで御歳暮で非常に足りないという、シカの肉ですね、それを阿久根

のいかくらにぼんぼん話を持ってきたという話は聞いたんですけど、そういうことがありま

した。だからそういったふうに物流のそういったほかのルートというのは確約してないとい

うことなんですね。 

牟田学委員長 

いいですか。ほかにありませんか。 

濵﨑國治委員 

  主要事業の成果説明書の６４ページ、林業振興費の関係ですけれども、今の有害鳥獣捕獲

活動事業でイノシシ１９３、シカ４３１頭で６２４頭。それからシカ肉流通対策事業では、

イノシシ、シカ、合計１，１８４頭なんですが、この差というのは市外から持ち込まれたと

いう理解でよろしいんですか。 

山平水産林務課長 

  これにつきましては、市外じゃなくて阿久根市から持ち込まれてる分が１，１８０、イノ

シシ、シカと合わせて１，１８４頭でございます。この内訳になってる分については、法人

捕獲と猟期の捕獲が合わさって、この合計が１，１８４頭になっております。阿久根市内だ

けの持ち込み頭数でございます。 

大野林務係長 

  説明します。この有害鳥獣捕獲活動事業のイノシシ１９３、シカ４３１頭は有害鳥獣捕獲

ですね、今、猟期じゃないときに、今は猟をしたらいけない時期なもんですから、農林産物

に被害があったときに初めて市のほうが捕獲隊のほうに捕獲指示を出します。その取れ高と

いうことです。これも合わさって、今度は猟期にでも、猟期はとっていいもんですから、誰

でも、ただ捕獲隊員がいかくら阿久根に持ち込んだらイノシカ肉流通の中の１１８４頭とい

うことです。猟期と法人捕獲の足したのが１１８４頭ということです。 

濵﨑國治委員 

  これを足せば１，１８４になるんですかね。 

大野林務係長 

  イノシカ肉流通対策でイノシシが２６８頭ですが、これと有害鳥獣捕獲事業の１９３頭を

引いた額が猟期にとられて持ち込まれた数字ということです。よろしいでしょうか。猟期に

とって、いかくら阿久根に持ち込まれなかったやつは解体助成も残渣処理費用もみないとい

うことです。それと市外の方が持ってきても阿久根市のほうは補助は出さないということで



 

- 43 - 

す。あとはいかくら阿久根のほうがその市外の方が持って来たときに解体費用を取るはずで

す。幾らかはわかりませんが。以上です。 

濵﨑國治委員 

  農政課の事業でも、例えばイノシシ８千円というのがありますが、ちなみに水産林務課の

謝金はイノシシ１頭幾らですか、確認ですけれども。 

山平水産林務課長 

  イノシシ・シカ１頭当たり６千円です。 

濵﨑國治委員 

  ということは、６千円と８千円で１万４千円、謝金は市からは支払われるということで理

解していいんですね。 

大野林務係長 

  阿久根市のほうは有害鳥獣捕獲の指示を出した分の６千円のお金を協会のほうに払ってお

ります。それと農政課のほうの８千円の上乗せですが、その上乗せも法人捕獲でとったやつ

に対しては８千円の助成があります。それは市の阿久根市被害対策協議会のほうから阿久根

市捕獲協会と脇本捕獲協会のほうに入っていると思います。以上です。 

牟田学委員長 

ほかに。 

野畑直委員 

  今の６款２項２目林業振興費について伺います。有害鳥獣捕獲活動事業の内訳ですけれど

も、１，２７３万９千円でですね、捕獲器の購入は６８万４，９３６円。そして有害鳥獣の

捕獲謝金が４３０万２００円。有害鳥獣捕獲活動犬見舞金が９万７，４１６円だと思うんで

すが、これから差し引いて活動事業費補助となると７６５万６千円という考え方でいいんで

すかね。 

山平水産林務課長 

  今、議員がおっしゃられるとおり、先ほど申し上げられました三つの金額については、申

し上げられたとおりの金額で、あと活動事業費補助ということで１，２７３万９千円からさ

っきの３項目の分の金額を引いて７６５万６，５６８円が活動事業費補助ということになり

ます。 

野畑直委員 

  この活動事業補助というのは相当な額になるんですけれども、どのような活動になります

か。 

大野林務係長 

  法人捕獲で出動した場合、鳥類の場合が１回当たり１，５００円、獣類の場合が１，００

０円です。それと捕獲箱のえさ代等の補助とかハンター保険料の補助と安全用具の補助を２

７年度は実施しております。 

野畑直委員 

  ちょっと書き留めていきますので、あんまり早く言ってもらったらわかりにくいんですけ

れども、その捕獲協会に補助して、活動に１，５００円というのはどういう、１人当たりと

いうことでいいんですか。 

大野林務係長 

  １回の出動につきです。 

野畑直委員 

  今、１，５００円と１，０００円という２種類あるということで、この活動した件数はわ

かりますか。 

大野林務係長 

  鳥類捕獲に対しては延べ１１１名、獣類捕獲については５，６８０人です。以上です。 

  （発言する者あり） 
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  ５，６８０人です。獣類です。鳥類と獣類と分かれてます。 

野畑直委員 

  有害鳥獣捕獲謝金について、先ほどイノシシやシカについては６千円ですか、これは有害

鳥獣ですから猟期以外のことだと思うんですが、このそれぞれたくさん書いてありますので、

この捕獲謝金について、一覧表でわかるものを後でいいですからいただけたらと思うんです

が。 

山平水産林務課長 

  後で、資料については提出する方向で検討したいと思います。 

野畑直委員 

  これはもう数字をたくさん言ってもらってもわかりづらいですのでよろしくお願いします。

それからですね、この有害鳥獣の捕獲について、県、あるいは国からの、これは市の単独事

業ですけれども、国・県からの補助はないんですか。 

山平水産林務課長 

  捕獲に関しましては、国の上乗せ交付金、農政課が担当しているシカ・イノシシで１頭当

たり８千円という捕獲の謝金はございますが、あと捕獲に関する国の補助金というのはござ

いません。ただ、市町村権限移譲交付金というものが今、県から１０万円権限移譲交付金と

いうことで阿久根市のほうが助成は受けております。それ以外については国の補助というも

のはございません。ただ捕獲じゃなくて防護柵等については国の補助はあります。これにつ

いては農政課のほうで担当しております。 

野畑直委員 

  ということは、１０万円しかないということで了解をします。次にですね、イノシカ肉流

通対策事業でですね、これは猟期中の捕獲謝金ということでありますけれども、この猟期中

の捕獲謝金についても有害鳥獣駆除と同じ金額が支払われるんですか。 

山平水産林務課長 

  ここに出ている分はおっしゃられますように猟期中の捕獲謝金、イノシシ・シカの場合が

６千円。この猟期中以外の法人捕獲についても同じく６千円の支払いとなります。 

野畑直委員 

  このイノシカ肉流通対策事業の３，１９８万４千円の内訳は先ほど流通対策費は１３９万

２千円ということで伺いました。そのほかに今聞きました猟期中の捕獲謝金、これは６千円

を掛ければわかるんでしょうけれども、そのほかに解体作業指導、それと残渣処理費とあり

ますけれども、ここの項目について、それぞれ額を教えてください。 

山平水産林務課長 

  ここの内訳といたしましては、解体作業指導が１頭当たり２万円ということで、２，３６

８万円、合計、２，３６８万円です。それと残渣処理、内臓とか頭とか残った部分の処理費

用として１頭当たり３千円。これが合計で３５５万２千円。それと猟期捕獲謝金が３３６万

円。それと先ほど申し上げました流通対策職員が１３９万２千円で合計３，１９８万４千円

となります。 

野畑直委員 

  わかりました。ということは捕獲謝金については一緒ということで理解をしました。その

解体作業指導及び残渣処理費についてはイノシシとシカ、これは合計すると１頭当たり２万

３千円ということで理解したらいいんですか。 

山平水産林務課長 

  合わせると１頭当たり２万３千円ということになります。 

野畑直委員 

  わかりました。それからですね、次の有害鳥獣被害捕獲対策推進業務のいかくらでお願い

をしているという、脇本も阿久根も一緒になって最近ではいかくらにお願いしてるというこ

とでありました。この被害相談件数は何件あったんですか。 
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山平水産林務課長 

  今、被害相談件数が何件あったかということで、平成２７年度がですね、阿久根捕獲協会

と脇本と合わせまして１３２件の被害報告がありまして、あと捕獲要望としましてですね、

市の受付分も４８件、合わせまして１８０件、そのうちいかくらのほうにいってるのが１３

２件であります。いかくら、一般社団法人にいってると。 

野畑直委員 

  ということはですね、市のほうにきた分が４８件を合わせて１８０件で７８０万円の支払

いとなったということになるんですか。 

山平水産林務課長 

  今ののと合わせまして、あと実際、待機しとくのと、あと電話代とかそこに行くガソリン

代等もこの７８０万の中には入っております。 

野畑直委員 

  わかりました。先ほど申し上げました有害鳥獣捕獲謝金とですね、そのちょっと忘れまし

たけれども、阿久根と脇本のそれぞれの頭数もわかるものをいただけたらと思いますので、

その一覧表を、わかるような資料で提出してもらえたらと思いますのでよろしくお願いしま

す。終わります。 

牟田学委員長 

ほかにありませんか。 

山田勝委員 

  たくさんありますが一言だけ宿題をやっておきます。タケノコのですね、竹の補助金につ

いては１円５０銭になると言われました。しかし私いつも思っているんですが、竹のまちと

言われながらですね、阿久根のタケノコはことしは例えば青果が幾らでした。加工が何トン

でしたというそういうものはね、あなた方は把握してないんですか。生産量。 

山平水産林務課長 

  一応、タケノコの生産量と言いますのが、出荷されたところ、業者とＪＡ、業者と言いま

すのは上野食品になりますが、阿久根で言いますと。そこに搬入されている分の生産量と青

果・加工用、内訳としまして青果・加工用、あと生産量と生産額については把握をしており

ます。 

山田勝委員 

  把握をしてるんでしたらね、例えば青果が何トンでした、加工が何トンでした、それとね、

大事なことを忘れて、例えば大川のあそこに行けばね、むしろタケマンに行くタケノコがも

のすごく多いんですけどね。あそこまでやっぱり捉えなければ阿久根市でタケノコが、青果

が幾ら、加工が幾らですよというのはね、把握できないと思いますよ。把握しようと思えば

簡単だと思いますよ。銭をどしこもうけたんなと言うとやんかんじゃっで。幾ら出荷されま

したかの話ですからね。そこはやっぱりね、把握していつでも発表できる状況にないと、タ

ケノコのまちですよって言わならんじゃないですか、市民の皆さんにも市外に向けてもです

ね。以上です。 

山平水産林務課長 

  今、とにかくＪＡと上野食品の分しか押さえておりませんけど、確かに言われるようにタ

ケマンにも出荷されているというのは聞いております。そこの聞き取りが可能であるようで

したらそういった部分も今後調べてより阿久根から全体で幾ら出てるかっていうのをより近

い数字を押さえたいというふうに思います。 

山田勝委員 

  ぜひそれはしてください。そうしないとね、あなた方も行政も、例えば竹林行政をする、

タケノコの行政を進めている、推進している中でですよ、どれだけ阿久根にタケノコが生産

されているというのが把握できないようではね、１００点じゃないですよ。ですから、もう

一つ、もう１業者あります。どっか大田で買っているのがあるから。だから阿久根市内で生
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産された業者にやってる分についてはですね、私は把握、そんなに難しくなく把握できると

思いますからね、把握してください。 

牟田学委員長 

ほかにありませんか。 

[「なし」と呼ぶ者あり] 

なければ、認定第１号中、水産林務課所管の事項について、審査を一時中止いたします。  

（水産林務課退室） 

 

牟田学委員長 

ここでお諮りいたします。本日の審査はこの程度にとどめ散会したいと思いますが、これ

に御異議ありませんか。 

[「異議なし」と呼ぶ者あり] 

御異議なしと認め、本日はこれにて散会いたします。あすは午前１０時より再開いたしま

す。お疲れ様でした。 

 

 

（閉 会  １６時０８分） 

 

決算特別委員会委員長   牟 田  学 

 


